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開議 午前１０時００分 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○塩尻委員長 ただいまから、予算等審査特別委員会民生子育て文教分科会を開会いたします。 

 本日の出席委員は、ただいまのところ１５名であります。 

 よって、開議の定足数に達しましたので、これより会議を開きます。 

 なお、本日の会議に、菅原委員から欠席する旨の届出があります。 

 ここで、過日の分科会で、品田、高見両委員から要求のありました３件の資料につきましては、

委員各位に御配付申し上げておりますので、御確認願います。 

 資料の説明は必要でしょうか。 

（「要りません」の声あり） 

○塩尻委員長 それでは、資料の説明につきましては省略させていただきます。 

 なお、資料に関わり出席している理事者につきましては、退席していただいて結構です。 

 それでは、議案第１４号の分担部分のうち民生常任委員会所管分、議案第１５号、議案第１９

号、議案第２１号、議案第２４号、議案第３０号ないし議案第３４号及び議案第３９号の以上１１

件を一括して議題といたします。 

 これより、質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○沼﨑委員 おはようございます。 

 今日から分科会での質疑ということで、よろしくお願いいたします。 

 今回、予算案、Ｂｅｙｏｎｄあさひかわ予算ということで、我が会派のえびな議員による代表質

問にもあったように、前例がなければ自分たちでつくっていく、前例にとらわれず新しい旭川をつ

くっていくと、そういう意欲に満ちた予算案だなというふうに思って、代表質問に向けて、いろい

ろ会派内の打合せでも、ここ、ビヨンドしているねとか、いろいろそういう発言が会派内であった

ことを覚えております。 

 今日から分科会ということですので、より細かいポイントについてお伺いをしていきたいと思い

ます。 

 まずは、３款１項３目の介護予防高齢者聞こえ支援事業費についてお伺いをいたします。 

 私は、議員になる前に難聴対策推進議員連盟という国会議員の議員連盟の事務局の仕事もしてい

たんですけれども、その活動と連携しつつ、東京都港区で先進事例として立ち上がった補聴器の助

成事業について、自分も、市議会議員になった当初から、ぜひこれは旭川市でもやりたいなという

ふうに考えて、一般質問ですとか、あるいは委員会視察を行ってまいりましたので、こうした事業

が一昨年からモデル事業として立ち上がったことを非常に歓迎しつつ、まだモデル事業ということ

ですので、今後、さらによい事業にビヨンドしていけばいいなという思いで今回も取り上げたいと

思います。 

 以前の質疑でも申し上げたように、皆さんも御存じだと思いますけど、補聴器というのは、本当

に消費者トラブルが非常に多く、消費生活センターとか消費者庁にもかなり来て、いろんな事例が

上がっておりますので、やはり、専門医の診断と、あと、認定補聴器技能者というしっかりとした

ゲートキーパー機能があって、その後のフォローも含めた事業というところがこの事業の魅力であ



- 418 - 

るというふうには思っております。 

 まずは、令和８年度の事業概要についてお聞かせください。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 本事業は、聴力低下により日常生活を営むのに支障がある在宅の

高齢者に対し、補聴器の購入費を助成することで外出及び地域交流を支援し、高齢者の介護予防と

福祉の増進に資することを目的としております。 

 補聴器購入費用の一部助成につきましては、令和７年度と同様、５万円を上限として、事業に協

力いただける方を１００人募集し、実施することとしております。 

 予算額につきましては、５３７万１千円で、財源内訳は、全額、介護保険事業特別会計繰入金と

なっております。 

○沼﨑委員 募集人員が１００人ということでございました。 

 これと関連して、昨年１０月の決算審査特別委員会の分科会で令和６年度の取組についてお伺い

したところ、非常に市民の方から人気の事業で多くの申込みがあったということでしたが、ただ、

申し込んで抽せんに当たったんだけど、その後で、もろもろ、要件に該当しないことが分かった方

もいたということで、結果的に募集定員よりも少ない助成決定件数になってしまったという、質疑

の中でそういうやり取りがございました。 

 抽せんに漏れた方からすれば、やや不本意な形かもしれないと思うんですね。抽せんに自分が落

ちちゃって、応募が多かったから落ちたんですよと言われて、しようがないなと思っていたけど、

助成決定件数を見ると募集定員よりも少なかったので、何で自分は落ちたのかみたいなところも、

多分、その事実を知れば感じる方がいらっしゃると思いますので、そうしたところについて、昨年

の決算委員会では、募集定員と同じだけの助成決定ができるよう、今後工夫していくというふうに

御答弁をいただいていたかと思うのですが、その点について、来年度はどういった点がこれまでと

異なるのか、ビヨンドしているのか、お聞かせください。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 令和８年度の助成額上限及び募集人数は令和７年度と同様として

おりますが、実施手法については一部見直しを予定しております。 

 令和６年度及び令和７年度は、事業への参加者募集に当たり、医師の意見書等を要件としていな

かったため、参加決定者のうち、検査の結果、聴力レベルについて補聴器の必要性がないことが判

明した方が、令和６年度の実績で申しますと約２割含まれておりました。そのような状況も想定

し、辞退者が生じた場合に繰り上げて参加いただく方を、令和６年度は１０人、令和７年度は４０

人、それぞれ確保して実施をしておりますが、募集人数の上限を満たすことに至っていない状況に

ございます。また、補聴器の必要性がない方を含めて応募いただいていることから、ニーズ量とい

う点からは実態が見えづらい状況にございます。 

 それらのことから、令和８年度は、年２回の募集とし、事業への参加募集に当たり医師の意見書

の添付を求めることとしております。 

○沼﨑委員 今まで応募があった後で医師の意見書を求めていたところ、今回、応募の段階で医師

の意見書を必要とすることと、あとは、募集を年２回にするということで、しっかり１００名の助

成決定を目指すということで、ビヨンドしていますね。 

 結構難しいのも分かるんですよね。というのは、障害者手帳に該当する方であれば、国の補装具

費支給制度の該当になるので、そもそもこの事業の対象じゃないので、耳が遠くてもどの程度なの
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かというところで、結構、該当するか、しないかって分かれてくるので、最初の時点で設けるとい

うのは、非常にいい事業になるんだなというふうに感じました。 

 続いて、過去２年度やっていますけれど、いろいろ効果の検証等についてもやっているというふ

うに聞いていますけども、来年度については、どのように１年間を回して、それはどのような効果

があったかということを検証するのかについても、ぜひお聞かせください。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 本事業の効果の検証についてであります。 

 令和６年度実施事業につきましては、令和７年５月に旭川市医師会、言語聴覚士、補聴器販売店

の各関係者にお集まりをいただき、参加者を対象としたアンケート調査の結果を基に意見交換を行

っております。現在、令和７年度実施事業に参加された方を対象とするアンケート調査のほか、令

和６年度実施事業に参加された方に対しても、購入後１年以上が経過した状況を把握するためのア

ンケート調査を順次実施しております。 

 それらの結果も含めて、令和７年度と同様、旭川市医師会をはじめ、関係者にお集まりいただ

き、御意見を聴取することとしております。 

○沼﨑委員 参加者を対象としたアンケートを実施するということでございました。 

 その内容についても少しお伺いしたいのですが、これについても、過去、たびたび一般質問であ

るとか委員会質疑で申し上げたかとは思いますが、購入した補聴器を継続して使っているかどうか

が大事なんだということが専門医らから言われております。例えば、眼鏡なんかだと、かけた瞬間

からよく見えるようになりますけども、補聴器の場合は、つけてすぐよく聞こえるようになるわけ

じゃなくて、やっぱり、人によって、高い音が聞きにくい人もいれば、低い音が聞きにくい人もい

たりとか、静かな空間だったら聞こえるんだけど、周りががやがやしていると聞こえにくくなると

か、かなりいろんなタイプがあるらしいので、補聴器を買っても、その人に合うように、しっかり

とつけて生活しながら、認定補聴器技能者という専門の方に調整してもらいつつ、微調整なんかも

含めれば何か月かかけて慣れていくものであると。それが補聴器なので、人によっては、買ってみ

たものをちょっとつけて、何かうるさいから、やっぱりいいやとか、何か、いろいろ定期的に調整

に通うのが面倒くさいと感じて、使わなくなってしまう方も結構多いというふうに言われておりま

す。 

 だからこそ、きちんとアフターフォローもしっかりやってくれる販売店から買って、継続して使

用していくっていうことがこの事業の成果を上げる上で必要かとは思うんですけれども、こうした

点についてはアンケート調査に反映されているのかどうかということについても、ぜひお聞かせく

ださい。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 令和７年１０月から、令和６年度実施事業参加者に対して、購入

１年後のアンケート調査を実施しております。 

 その中で、購入した補聴器の調整のための補聴器販売店との関わりや、耳鼻咽喉科への受診状況

に関する項目を設けているほか、調査票の送付に当たり、補聴器は使い慣れるまでに時間がかかる

ことと、補聴器販売店や医療機関への相談等を呼びかけるチラシを同封しております。 

○沼﨑委員 現在、初年度の対象者に対する１年後の調査を行っているということでした。多くの

人が快適に使っているということであれば、この事業はやってよかった、成功であるというふうに

評価できることになるんじゃないかと思いますので、よい結果が出ることを期待しております。 
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 この項目の最後に、現在はモデル事業という位置づけでございますが、今後の展望についても伺

いたいと思います。 

 昨年の第３回定例会での一般質問で、先進事例として山形県山形市で行っている山形市聴こえく

っきり事業というものについて解説しつつ、難聴に関する普及啓発であるとか早期発見、早期介

入、その後のアフターフォローといったパッケージ政策としての難聴対策を目指すことはどうでし

ょうかというような質問をさせていただいて、御答弁の中で、次期高齢者保健福祉計画・介護保険

事業計画の策定作業の中でも検討していくという旨の御答弁をいただいているところでございま

す。 

 それも踏まえて、令和８年度はどのように取組を進めていかれるのかについてもお聞かせくださ

い。 

○高田福祉保険部保険制度担当部長 高齢者の難聴対策につきましては、聞こえに関心を持ってい

ただくための意識啓発の取組をはじめ、聞こえづらさを感じた方を専門家につなげるための早期発

見及び早期対応の取組、補聴器等の利用のきっかけづくりの取組などを一体的に進めることが必要

であると考えております。 

 そのため、令和８年度は、早期対応に向けたインセンティブの取扱いとして、現行の補聴器購入

費用の一部助成をはじめ、普及啓発としてリーフレットの作成及び配布や、聞こえをテーマとした

パネル展の展示、早期発見の取組として健康運動教室などの機会を活用した簡易なスクリーニング

の機会提供などに取り組むほか、有識者等による意見交換会なども実施を予定してございます。 

 また、令和８年度は、令和９年度からを期間とします、先ほど委員からもお話がありました第１

０期の旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定作業が本格化いたしますので、これま

での取組状況の検証等も行いながら、同計画において、この補聴器購入費用の助成の取組も含め、

高齢者の難聴対策に関わる取組の体系化を検討してまいります。 

○沼﨑委員 非常に、様々、新たな取組も進めてくださっている旨、お伺いさせていただきまし

た。モデル事業は３年目ということですが、毎年、前年度をビヨンドしているなというふうに思い

まして、ぜひぜひ、また引き続きよろしくお願いいたします。 

 あと、これは質疑ではないですけど、コメントとして、１点、気になることとして、旭川市で

は、耳鼻咽喉科の先生であればどこでもということで実施していますけど、結構、他都市、東京都

港区とかの条件を見ると、日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会が認定する補聴器相談医という学会の認

定医資格なんですけど、それを要件としているところがあって、旭川市においてモデル事業として

最初にスタートしたときの議論の経緯も私は聞いておりますし、その中で、まずはモデル事業とし

てスタートする上で、そこまで要求しなくても問題はないんじゃないかということで始まったこと

も聞いておりますし、それはそのとおりだというふうに思っているんですが、結構、大学の先生な

んかに聞くと、やっぱり学会の認定もあったほうがいいんじゃないのかという意見もありますの

で、やっぱり、その資格を持っている方と持っていない方、同じドクターでもどう違うのか、それ

はちょっと私自身も判断のつかないところではありますけれども、今後、本事業化を目指す上で、

一応、そういった論点もあるということはちょっと記憶にとどめておいていただければと思いま

す。 

 以上、このコメントをもって、この項目の質疑を終わります。 
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 続いて、聴覚つながりで、子どもの難聴についてもお伺いしたいと思います。 

 来年度予算では、４款１項１目の新生児聴覚検査事業費が倍増と大きくビヨンドしているわけ

で、これについては、後半の子育て文教常任委員会所管分でお伺いしたいと思うんですが、それと

関連して、民生所管の軽度・中等度難聴児への補聴器購入助成も、これまで、両耳の聴力が出ない

という、両側難聴しか対象にならなかったのが、片耳だけの片側難聴にも拡充されたように聞いて

おりますが、その変更点も含めて、まずは事業内容と予算額についてお聞かせください。 

○水上福祉保険部障害福祉課長 本事業は、身体障害者手帳の交付対象とならない難聴児へ補聴器

購入や修理の費用を給付するもので、対象児の言語の習得やコミュニケーション能力の健全な発達

を支援し、福祉の増進を図ることを目的として、本市では平成２８年度から実施しております。 

 これまでの給付対象を、両耳の聴力レベルが３０デシベル以上７０デシベル未満の難聴児として

おりましたが、片耳のみが軽度・中等度難聴の児童は、身体障害者手帳の所持者を対象とした補装

具費制度はもちろん、本事業の対象にもならず、補聴器購入助成に係る制度のはざまにいました。

今回、対象を、両耳ではなく、いずれかの耳の聴力レベルが３０デシベル以上に拡充することで、

そういった児童も本事業の対象となり、はざまを解消できると考えております。 

 対象の拡充と合わせ、制度開始当時から関係団体を通じて要望を受けてきた給付額の増額につい

ても見直しました。これまでは市民税課税世帯の自己負担額は基準額の３分の１としていたところ

を、補装具費制度と同様の１割に減額することで利用者の負担軽減を図ってまいります。 

 令和８年度の予算額につきましては、聴覚障害者等コミュニケーション支援費２千８６６万８千

円のうち、８４万５千円で全て扶助費となっております。 

○沼﨑委員 これまで制度のはざまに陥っていた子にも光を当てることになる、大変すばらしいこ

とと思います。 

 また、助成の対象の拡大だけではなくて、給付額も大きく拡充されて、自己負担がこれまで３分

の１、約３３％だったのが、１割、１０％程度と、３分の１ぐらいに減額ということでした。これ

までの旭川市の難聴対策の概念をビヨンドしてきているなというふうに思います。 

 この項目の最後です。 

 補聴器以外の支援についてはどうなっているのかということも伺いたいと思います。 

 というのも、国においては、地域における聴覚障害児の支援体制を強化して、聴覚障害児とその

家族への早期かつ切れ目のない支援を行うということを目的として、一昨年に聴覚障害児支援中核

機能強化事業実施要綱を定めて、令和６年４月１日から実施するというふうにこども家庭庁から通

知が出ております。実施主体には、中核市、旭川市もそうですが、含まれていて、その事業概要と

しては、難聴児支援に知識と経験を有する言語聴覚士などをコーディネーターとして確保して、医

療、保健、福祉、教育が連携する協議会の設置など、幾つかこういうことをやるんだよというのが

挙げられているわけですけれども、この事業も含めて、難聴児、聴覚障害児への支援体制について

本市の取組についてお聞かせください。 

○水上福祉保険部障害福祉課長 支援体制についてですが、聴覚の身体障害者手帳を持つ方や補聴

器などの給付申請などがあったときに、難聴児に関して、保護者から相談、専門的な助言の希望が

あった場合や、補聴器の適合状況などに疑義が生じたときは、北海道の専門機関である道立心身障

害者総合相談所と連携を図り、年に５回から６回、障害者福祉センターおぴったで実施される道の
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言語聴覚士による専門相談を案内するなど、難聴児とその保護者の支援を行っております。 

 また、先ほど、委員のほうからお話がありました聴覚障害児支援中核機能強化事業についてです

けれども、これは、聴覚障害児の支援については乳児から適切な支援が必要であるということで、

国では、都道府県等に対し、支援の中核となるコーディネーターを確保し、地域の支援体制を強化

する体制の構築を進めております。現在、旭川市では、まだ設置はされておりませんが、北海道が

この体制により支援を行っていることから、本市では、幼稚園や保育所などにこの事業の活用の周

知を行い、令和８年度は、希望があった一つの幼稚園が療育研修を受ける予定となっております。 

 聴覚に障害がある児童の支援に関しては、専門的な知識や指導も必要となることから、引き続

き、関係機関との連携により取り組んでまいります。 

○沼﨑委員 様々な関係機関と連携して、また、国の事業については、道が実施していて、市とし

ても道と連携して一緒にやっているということが分かりました。さらなる支援の拡充に期待を申し

上げて、この項目を終わりたいと思います。 

 続いて、４款１項２目の予防接種費についてお伺いをさせていただきます。 

 事業概要については、例年と似たような内容かとは思いますが、来年度、新たに定期接種となっ

たＲＳウイルスワクチンについても予算計上されておりますので、ちょっとここにフォーカスしつ

つ、事業概要についてお聞かせください。 

○阿保健康保健部保健所保健予防課長 令和８年度の予防接種費の予算額は１１億３千６５４万円

となっており、新たに制度改正となるワクチンのうち、定期接種化が予定されております妊婦への

ＲＳウイルスワクチンにつきましては、主な内訳として、予診票等の消耗印刷費として１３万９千

円、郵送費等の通信運搬費等として４６万円、予防接種費等の委託料として３千３３２万４千円と

なり、合計３千３９２万３千円となっております。 

○沼﨑委員 このＲＳウイルスの母子免疫ワクチンについては、昨年１０月の第３回定例会におけ

る一般質問でも取り上げさせていただきまして、国の動向を注視しながら情報収集を行っていくと

いう旨の御答弁をいただいておりました。今般、晴れて予防接種法上の定期接種となったというこ

とで、市の来年度予算にも計上をされまして、これは、産婦人科医や小児科医から強い要望もあっ

たワクチンでございますので、実現してよかったなというふうに思っております。 

 改めて、このワクチンの接種によってどのような効果が期待できるのか、市の認識をお聞かせく

ださい。 

○阿保健康保健部保健所保健予防課長 ＲＳウイルスは、２歳までにほぼ全ての乳幼児が一度は感

染するとされているウイルスで、感染した方のうち、約７割は軽症で、数日のうちに軽快するもの

の、約３割ではせきが悪化し、重症化することがあり、乳幼児の医療機関への受診や入院となる主

要な原因となっております。 

 ＲＳウイルスワクチンは、妊婦の方が妊娠中に接種することにより、母体内でつくられた抗体が

胎盤を通じて胎児に移行し、出生後の乳幼児のＲＳウイルス感染による肺炎や気管支炎等の下気道

感染症に対する予防効果が認められているものです。 

○沼﨑委員 大変大きな効果が期待できるものなんだと理解をいたしました。よく赤ちゃんが顔を

真っ赤にしてせき込んだりとかしているときがありますけども、そういうのは本当にかわいそうだ

なと思いますし、また、重症化とか入院のリスクというのも小さくないわけですから、こういった
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ものは非常に重要だなというふうに思います。 

 あと、もちろん一番のメリットは子ども自身にあるわけですけれども、子育てしている保護者の

方とか保育園の先生方にも大変ありがたいことだなというふうに思います。なかなか、重症化する

と、入院させたりすると仕事も休んだりしなきゃいけないですし、病児保育とかも手配しなきゃい

けなかったりとか、あるいは、保育園での集団感染なんかもよくあることですので、非常によい影

響が大きいワクチンなんだなというふうに思います。 

 このＲＳウイルス母子免疫ワクチンに関しては、最後に伺います。 

 このワクチンは、妊婦さんに接種することで、おなかの中の赤ちゃんに免疫がつくというもの

で、接種する人と効果を期待する人が違うという特徴があるわけですけれども、通常、母子手帳に

はお子さん本人が接種したワクチンについて記載されますけど、このワクチンを接種するのは本人

じゃなくて、妊娠中のお母さんですので、母子手帳の記録なんかがきちんとされるかどうかという

ところについて確認させてください。 

○阿保健康保健部保健所保健予防課長 母子免疫ワクチンであるＲＳウイルスワクチンの予防接種

については、子どもの母子健康手帳に証明すべき事項を記載することによって、母親と子どもの予

防接種済み証の交付に代えることが可能となるよう、法令の整備が行われる予定です。 

 今後は、母子健康手帳の任意記載事項様式の改正も予定されているとのことではありますが、現

段階におきましても、その他の予防接種の欄に記載していただくよう、実施医療機関への周知をし

てまいります。 

○沼﨑委員 接種記録がしっかり分かる形になるよう取り組んでいるということが理解できまし

た。新しいワクチンの周知についても、ぜひよろしくお願いいたします。 

 続いて、麻疹、いわゆるはしかについてもお伺いさせていただきます。 

 麻疹は、感染力が非常に強くて、しかも、感染経路が空気感染、飛沫感染、接触感染など非常に

いろんなルートがあって、マスクや手洗いなどの対策をしても防げないというふうに聞いておりま

す。日本では、古来から、子どもの命定めと言われて、生きるか死ぬか分からないものであるとい

う認識で、その関門を越えたら取りあえず命が安定したなと、そういうふうに昔から言われていた

病気ですけれども、近代になってワクチンの普及によって予防できるようになって、２０１５年に

は、ＷＨＯから日本は麻疹排除宣言を受けているわけですけども、ただ、どうも、最近になって、

いろいろワクチン接種率が下がってきたりとか、麻疹の発生件数も増えてきて、この排除状態の維

持が困難なんじゃないか、そういうことが危惧されているというふうにも聞いております。 

 そこでまず、お伺いいたします。 

 本市における麻疹に係る予防接種の定期接種の状況はいかがでしょうか。 

○阿保健康保健部保健所保健予防課長 麻疹に対するワクチンは、現在、麻疹風疹混合ワクチンと

して、生後１歳から２歳未満までのお子さんを対象とする第１期と、５歳以上７歳未満で小学校就

学前１年間を対象とする第２期の２回を定期接種としております。 

 次に、接種率ですが、国が示す基準日の対象者数を基に算出しているため、転出入等の影響によ

り接種者が対象者数を上回ることがございまして、第１期は、令和２年度に１００．１％であった

ものが、令和６年度は８９．５％、第２期は、令和２年度は９５．５％であったものが、令和６年

度は８９．９％となり、直近の令和６年度は、いずれも最も低い接種率となっております。 
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 接種率が低くなっている要因の一つには、令和６年１月頃より麻疹風疹混合ワクチンの供給不足

が起こった影響もあるものと考えており、令和７年度から２年間は、供給不足により接種ができな

かった方の接種が行えるよう、特例として対応しているところです。 

○沼﨑委員 前は１００％を超えるような数字だったわけですけれども、どんどん下がってきて、

結構、公衆衛生上、このぐらいの人がワクチンを打てばいいですよという９５％を切って、さらに

は９割も切っているということでございました。供給不足の点もあるということなんですが、ちょ

っと大丈夫なのかなという心配をしております。 

 この間なんか、またムンプスワクチンも含めたＭＭＲワクチンが今度新たに承認されたとか、そ

ういうニュースもあったので、供給についてはもしかすると今後改善していくかもしれないんです

けれども、接種率の低下というのが心配なところでございます。 

 接種率が低下することによって、どういった懸念があるとお考えなのかも、ぜひお聞かせくださ

い。 

○阿保健康保健部保健所保健予防課長 麻疹は、委員のお話にもありましたように、感染症の中で

も感染力が極めて強く、空気感染を起こすため、同じ閉鎖空間に短時間一緒にいただけでも感染す

る非常に強い感染力があります。また、感染した場合は、抗ウイルス薬等の治療法がなく、まれに

肺炎や脳炎を発症し、精神発達遅滞等の重篤な後遺症が残ることがあり、さらに、約１千人に１人

が死亡するなど、重症感染症の代表的なものであるとも言えます。現在、海外における麻疹の流行

が報告されているところであり、全国的にも海外からの輸入事例の報告が増加している状況にござ

います。 

 麻疹の感染予防としては、予防接種が最も有効な手段となるため、接種率が低下することで、今

後、感染拡大のリスクが高まり、感染による重症化に加え、命の危険につながる状況になることが

懸念されます。 

○沼﨑委員 大変重症な感染症の代表であって、接種率が下がるとどうなるかということについて

大きな危機感を共有できたというふうに思います。 

 そうした懸念が現実化しないように、しっかりとワクチンの必要性を周知していく必要性がある

と思いますが、今後、ＭＲワクチンに関する周知をどのように行っていくのか、お聞かせくださ

い。 

○阿保健康保健部保健所保健予防課長 麻疹風疹混合ワクチンの定期接種につきましては、定期接

種対象となる方へのはがきによる個別勧奨に加え、保育所、認定こども園等を通じたリーフレット

等での周知、乳幼児健診会場でのデジタルサイネージスライド放映等を実施しております。また、

市内の小児科医へも接種状況について情報を共有し、１０か月児健診実施医療機関へチラシの配付

やポスターの掲示の協力を求めております。さらに、就学時健診での接種勧奨や、未接種となる年

長児へのはがきによる再周知等も実施しているところでございます。 

○沼﨑委員 いろいろな取組を進めてくださっている旨、ありがとうございます。緊張感を持って

いろいろとやってくださっているということが理解できました。引き続き、どうぞよろしくお願い

いたします。 

 さて、先ほどの御答弁で海外での麻疹の流行についても言及がありまして、どこの国とはおっし

ゃっていなかったですけど、私としてはまずアメリカが思い浮かびました。 
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 やっぱり、公衆衛生に関する無知、無理解、あるいは、ゆがんだ正義感や陰謀論に政治が染まっ

てしまうと、とんでもないことになるんだという典型的な事例だというふうに思っております。 

 アメリカでは２０００年に麻疹の根絶宣言が出されましたが、近年は、ワクチン接種率の低下が

原因で感染が再拡大していて、昨年は、その根絶宣言がされた２０００年以降で最多の感染者が出

たと、これは既に報道等で知られております。 

 その一因として、アメリカ政府の公衆衛生のトップであるロバート・ケネディ・ジュニア厚生長

官に大きな責任があるんではないかという指摘が米国議会においてもされております。ロバート・

ケネディ・ジュニア氏は、これまで、非科学的な主張に基づく反ワクチン団体を創立したり、長年

にわたって麻疹を含むＭＭＲワクチンと自閉症の関連を示唆する根拠のない主張を繰り返したり、

そもそも安全で有効なワクチンが存在しないといったおかしな主張を繰り返してきた人物で、厚生

長官就任に当たっても物議を醸したということは記憶に新しいところです。厚生長官就任後は、Ｃ

ＤＣの人員削減の一環でワクチン諮問委員１７人全員を解任するなど、感染症対策に重大な影響を

及ぼすのではないかと危惧されていました。 

 世界のトップクラスの歴史と権威のある医学誌のランセット、御存じだと思いますけど、ランセ

ットの２０２６年２月２８日号、最近の号で、ケネディ厚生長官の就任１年を総括する論説を掲載

して、その指導力と政策について失敗の１年と酷評しておりまして、ランセットでは、ケネディ長

官による職員の大量解雇や既存の健康ガイドラインの改定であるとか研究予算の削減などを挙げ

て、アメリカの医療・科学行政に長期的な悪影響を及ぼしていると強く批判しておりまして、その

後の表紙は、白地に文字だけが書いてあって、それを直訳すると、ケネディによる１年間の破壊は

修復に何世代もかかるかもしれない、そして、ケネディがかじ取りを続ける間、アメリカの健康と

科学に希望はほぼないというふうに書いていまして、これは、政治的なビラとかじゃなくて、純粋

な学術誌がここまで書くのはよっぽどだなというふうに思っているんです。 

 ずっとアメリカの話をしていましたけど、これは他人ごとじゃないなと思うのは、日本でも政治

的な混乱によって、必要なワクチンが必要な人に届かない状態になってしまった大変な出来事があ

りました。ＨＰＶワクチンですね。科学的根拠に基づかない扇情的な報道が過熱し、その後の科学

的な検証結果が出たことについてはマスコミもほとんど大きく報道せず、ＨＰＶワクチンには悪い

印象がついてしまって、さしずめ、名誉回復が必要な冤罪被害者のような状況になってしまってい

ます。安全性と有効性が確認されて、厚生労働省が積極的勧奨を再開した２０２２年４月以降も、

何か、どこから持ってきたのか分からない謎のデータを持ち出したりとかして、非科学的な主張で

ＨＰＶワクチンの危険性を訴える小さなロバート・ケネディ・ジュニアが日本の国会議員や地方議

会議員の中にいることも事実で、非常に危惧すべき事態であるというふうに思っております。 

 公益財団法人日本対がん協会が本年３月５日に発表したＨＰＶワクチンに関する調査報告による

と、２００９年生まれ、つまり２０２５年に定期接種の対象年齢を終える１５歳から１６歳を迎え

る子たち、２００９年生まれの方たちに調査をして、接種経験ありと答えた人の割合は６６．２％

であったそうです。積極的勧奨再開後、接種経験率は、行政の皆さんの取組等もあって確実に上昇

はしているものの、いまだＷＨＯが目標とする９０％には遠く及ばない状況というふうになってお

ります。 

 ちょっと前置きが長くなったんですけど、そこで、本市の状況についてお伺いしますが、本市に
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おけるＨＰＶワクチンの接種状況と、それについてどのように受け止めておられるのか、お聞かせ

ください。 

○阿保健康保健部保健所保健予防課長 ＨＰＶワクチンの接種状況につきましては、令和７年度

は、ワクチン不足により一部のキャッチアップ接種対象者が含まれるため、これまでの接種状況を

総数で比較することが難しいことから、定期予防接種対象年齢の１回目の接種した被接種者数での

接種状況をお示しします。 

 令和４年度は２８４人、令和５年度は７０８人、令和６年度は１千４０人となり、令和７年度

は、令和８年１月末時点で４６９人となっております。これらの状況を見ますと、キャッチアップ

期間中の３年間につきましては、国を挙げて様々な媒体による周知も行われたこともあり、接種が

進んだものと考えられますが、従来の定期接種対象者となった今年度は、前年度に比べ、被接種者

数の減少が大きくなっております。 

 しかしながら、ＨＰＶワクチンの接種対象者は、年度ごとに変わるわけではなく、一対象者が５

年間の間に複数回の接種を完了する予防接種となることから、既に接種を開始した方や、接種を完

了し、対象とならない方もいらっしゃいますので、単年度ごとでの件数の比較が難しい状況にござ

います。 

○沼﨑委員 今年度がキャッチアップ接種の延長になった経過措置も含む最終年度ということで、

前年度から積極的に周知を図ってくださっていたことにも感謝を申し上げつつ、ただ、従来の定期

接種対象者では、接種が減少しているというふうに御説明をいただいたところです。 

 御答弁にもあったように、単年度での件数比較が難しいということなので、旭川市単独ではどう

なのかというところは、まだもう少し時間がたってからじゃないと検証できないんだと思うのです

けれども、やっぱり、日本全体として、まだまだ、先ほど申し上げたように低い接種率ですから、

子宮頸がんが撲滅間近と言われているほかの先進諸国を目指して周知啓発にしっかり取り組んでい

く必要があるかと思いますし、また、旭川市としても、非常に丁寧に、教育現場も含めて現在取り

組んでくださっていることは承知しておりますので、引き続き、どうぞよろしくお願いします。 

 これと関連して、ＨＰＶワクチンには２価、４価、９価と、９価が最新のもので、ＨＰＶウイル

スはたくさん型がある中で子宮頸がんを起こしやすい順に対応していったもので、９種類に対応で

きるというのが最新の９価ワクチンで、これが、今、主流になってきているわけですけれども、こ

の９価ワクチンに関しては、２価、４価だと３回接種が必要ですけど、１５歳までに２回打てば、

３回打たなくてもよくて、２回で十分な免疫がつくというふうにされております。ＨＰＶワクチン

は、多分、ここにいる全員が打っている新型コロナワクチンと同じ筋肉注射なので、接種部位に痛

みを感じることもあると思うので、できれば少ない回数で済ませたいと思う市民の方も非常に多い

んじゃないかというふうに思います。 

 そこで、伺います。 

 ９価ワクチンを１５歳までに打てば２回で完了できるということは、対象世帯には周知がされて

いるのでしょうか、お聞かせください。 

○阿保健康保健部保健所保健予防課長 ＨＰＶワクチンは、委員のお話にありましたとおり、１５

歳未満のうち１回接種を行った場合は、５か月以上空けて、残り１回の接種を終えることで接種を

完了することができます。 
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 この点につきましては、接種を完了していない方に、毎年、個別通知にて周知しており、また市

ホームページ等での周知も実施しております。 

 接種回数が少ないことは、接種による身体への負担軽減や学業、部活動等で多忙となる年代の女

性の方が接種のために医療機関を受診する機会が減らせる等、様々なメリットもありますことか

ら、引き続き周知を図ってまいります。 

○沼﨑委員 取組状況について理解ができました。引き続き、どうぞよろしくお願いいたします。 

 この項目の最後に、今後のさらなる情報発信をどうすればいいのかという疑問点からお伺いさせ

ていただきます。 

 先ほども述べたように、ＨＰＶワクチンの接種率はまだまだ低い状況なので、せめて積極的勧奨

停止前の水準まで回復しなければならないというふうに思っております。先ほど挙げた日本対がん

学会の調査によると、接種経験者が接種のきっかけとして挙げたものは、国や自治体から情報提供

されたからというのが最も高く、３８．８％で、逆に接種しなかった人の理由では、副反応が不安

だからというのが最も高く、５２．６％でした。なので、やはり、行政が積極的に周知をして、か

つ副反応に対する正確な情報を、マスコミなどでは何か扇情的報道が随分ありましたけど、そうで

はなくて、きちんと科学的に正確な情報を啓発するということが大切なんだろうというふうに思い

ます。 

 旭川市としては、担当部局の皆さんは非常に頑張ってくださっているのはよく知っております

し、これ以上どうしたらいいんだろうかということを考えると、なかなか市単独でも難しい。国な

んかもいろいろやってくれればいいなと思うんですけど、例えば道なんかと連携して、ほかの都道

府県では結構テレビＣＭを打ったりとか、いろいろしているわけですけれども、道と連携した取組

なんかも一つの選択肢としてないのかなというふうに思っているんですけれども、何か今後の有効

な取組について御見解をお聞かせください。 

○阿保健康保健部保健所保健予防課長 ＨＰＶワクチンにつきましては、小学６年生から高校１年

生の女性が対象であり、年代の特性を考えますと、テレビや新聞、広報等といった媒体から情報を

得る世代ではなく、周知の難しさがあるものと捉えております。 

 一方で、接種への動機づけとして、周囲の友人が接種したといった話を聞いたり、かかりつけ医

から接種を勧められたといったことが接種する後押しになったというお話も聞きますことから、か

かりつけ医など医療機関との連携も重要な取組の一つであると考えております。 

 また、封書での個別周知を毎年実施しておりますが、そのお知らせを受け、改めて接種対象者で

あることを認識し、接種を検討するきっかけになっている場合もあるものと認識しておりますこと

から、今後も、接種対象者であることを知らなかったという状況がないよう、周知に取り組み、さ

らに周知が進むよう、北海道や関係機関と連携を図りながら対応してまいります。 

○沼﨑委員 ビヨンド・ザ・医療デマ、ビヨンド・ザ・陰謀論、今後も一緒に頑張りましょう。 

 予防接種費については、以上で終わらせていただきます。 

 続いて、昨年度も取り上げた、今度は人間じゃないワクチン、狂犬病ワクチンについてお伺いい

たします。 

 まずは、来年度予算の狂犬病予防対策費の事業目的と概要をお聞かせください。 

○俵動物愛護センター所長 狂犬病予防対策費につきましては、狂犬病の発生を防止するととも
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に、畜犬等が人畜その他に害を加えることを防止することにより、公衆衛生の向上及び社会生活の

安全に寄与することを目的といたしまして、令和８年度は７６３万２千円を計上しているところで

ございます。 

 主な経費といたしましては、狂犬病予防法等に基づく犬の登録や、狂犬病予防注射に関する事務

的経費、狂犬病予防に関わる普及啓発等に要する経費となっております。 

○沼﨑委員 本当に大事な事業だというふうに思います。 

 日本は、世界でも数少ない狂犬病清浄国の一つですが、周りの国は、全部、狂犬病が発生してい

る国ですので、特に狂犬病は、皆さんも御存じのとおり、発症すると治療法はなく、１００％死に

ます。今後も清浄国で居続けるためには予防接種を徹底することが必要ですが、１９８０年代にほ

ぼ１００％だった接種率が、全国的に７割程度まで低下しているというふうに聞いております。 

 昨年のこの質疑でもお伺いしたときに、令和５年度の本市の接種状況は６８．４％と、全国平均

の７０．２％より低いということだったんですが、１年たって状況はどうなったのか、お聞かせく

ださい。 

○俵動物愛護センター所長 本市の狂犬病予防注射の接種率につきましては、令和５年度は６８．

１％でございましたが、令和６年度は７１．８％で３．７％の増となってございます。また、厚生

労働省で公表しております都道府県別の犬の登録頭数と予防注射頭数等による全国、全道の接種率

の平均と比較いたしますと、令和６年度では、全国平均の７０．８％や全道平均の６７％と比べ、

高い接種率となってございます。 

○沼﨑委員 昨年の質疑で過去５年間どうだったかと聞いたとき、どんどん下がっていって６８％

ぐらいなっちゃった、６８．４％だということでしたけど、何と全国平均を超えるほど回復し始め

ているということで、きっとすごい一生懸命取り組んでくれたんだなというふうに思いました。 

 ちなみに、接種率向上のための取組として、昨年の質疑では、どういうことをやっているんです

かって聞いたところ、郵送による案内や広報誌掲載や講習会開催、あるいは、接種しない飼い主へ

の督促状送付などというふうに伺いましたが、その後、何か新たな取組として実施していることが

あればお聞かせください。 

○俵動物愛護センター所長 新たな取組といたしましては、動物病院に定期的に通うことが習慣と

して根づけば結果的に予防注射の接種率も向上するものと考えまして、北海道獣医師会上川支部か

らアドバイスをいただきながら、動物愛護センターのホームページにて、飼い主に対するペットの

定期的な健康診断の必要性についての案内を行ってございます。 

○沼﨑委員 ペットの健診の機会を通じて接種率向上を図っているということで、新たな取組も進

めてくださっている旨、ありがとうございます。 

 ところで、狂犬病予防法第２７条第２号には、所有する犬に予防接種を受けさせなかった場合、

２０万円以下の罰金に処すると刑事罰も設定されているわけでありますが、この点について、昨年

の質疑の際、伺ったところ、例えば、再三の指導に従わないなど悪質なケースがあれば、警察と協

力して対応する旨、御答弁いただいておりますが、ちなみに、その後、そういった悪質な事例とい

うのはあったのかどうか、お聞かせください。 

○俵動物愛護センター所長 令和７年度につきましては、はっきりと接種拒否の意思を確認できた

飼い主の方がいなかったため、警察への連絡を行った事例はございません。 
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○沼﨑委員 悪質な事例はなかったということで、まずは安心しました。来年度も、万が一、そう

した事例がないほうがいいですけど、もしあれば、しっかり毅然とした対応をお願いいたします。 

 この項目の最後に、今後の狂犬病対策の考え方についてもお聞かせください。 

○俵動物愛護センター所長 今後の狂犬病予防対策といたしましては、接種率の向上と狂犬病に対

する理解を深めることが重要であると考えております。 

 そのため、引き続き、予防注射が飼い主の義務であることや、狂犬病についての周知を広報誌や

ホームページなどを活用して行ってまいりますとともに、北海道獣医師会上川支部と協力いたしま

して、ペットの定期的な健康診断を推奨するチラシやポスターを作成、掲示するなど、様々な角度

のアプローチを検討いたしまして、狂犬病の予防に取り組んでまいりたいと考えております。 

○沼﨑委員 接種率向上に向けて、ぜひぜひ、よろしくお願いします。 

 結構、ドッグランの整備なんかも旭川市では一生懸命取り組んでいて、人気も博していますけ

ど、そのドッグランも、利用するには予防接種を打っていることが条件であるというふうになって

いますので、そのドッグランに関する周知啓発とかとも絡めてやっていくのも、また一つの案かな

というふうに思っております。 

 これ、人間の予防接種も一緒ですけど、はやっていないから予防接種を打たなくていいじゃなく

て、予防接種のおかげではやっていないわけですから、狂犬病清浄国維持のため、ぜひぜひ、また

引き続きよろしくお願いいたします。 

 この項目については、以上で終わらせていただきます。 

 最後、２款１項５目の縁結びネットワーク活動促進費についてお伺いさせていただきます。 

 この事業については、令和６年第３回定例会の一般質問で人口減少問題を扱った際にも取り上げ

ております。その際にも申し上げましたが、日本における少子化の原因というのは未婚化でありま

すので、結婚を望む方々を行政としてもサポートしていくということは非常に意義があるというふ

うに、人口減少対策の文脈においても意義があると思っております。 

 まずは、来年度予算の概要についてお聞かせください。 

○鈴木市民生活部市民生活課主幹 縁結びネットワーク活動促進費は、結婚を望まれる方が結婚の

希望がかなえられる環境づくりを進めていこうとするもので、令和８年度予算額は２００万９千円

を計上しており、市と旭川市結婚相談所、結婚支援に取り組んでいる団体企業で構成されておりま

す連携組織、あさひかわ縁結びネットワークの支援員に係る人件費やイベント開催に係る経費、縁

結びネットワークホームページの管理に要する費用等となっております。 

○沼﨑委員 続けて、お伺いします。 

 来年度の具体的な事業内容についてもお聞かせください。 

○鈴木市民生活部市民生活課主幹 連携組織であるあさひかわ縁結びネットワークの下に、趣旨に

賛同した企業や公募委員を加えたワーキンググループを設置し、その構成員の企画により、出会い

の機会を提供するイベントを１年に１回開催しているほか、ホームページを通じた結婚支援に係る

情報の発信や結婚相談所に対する支援、企業との連携による結婚応援企画の実施などに取り組んで

おります。 

○沼﨑委員 様々な取組を進めていくということでございました。その評価指標についてもお伺い

したいと思います。 
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 令和６年第３回定例会での一般質問において、旭川市まち・ひと・しごと創生総合戦略第２期の

評価検証結果報告の中で、このあさひかわ縁結びネットワークの事業を評価するＫＰＩをホームペ

ージのビュー数にしているということについて取り上げて、評価の指標を利用者の満足度向上とか

イベント参加率の向上とか、もう少し明確に数字で分かるものにして、かつ達成度の評価も分かり

やすくするのはどうかというふうな質問をさせていただいて、御答弁では、新たな指標の設定を検

討するというふうにおっしゃっていただいております。 

 その後、策定された旭川市まち・ひと・しごと創生総合戦略第３期においては、婚活イベントの

参加者満足度を新たなＫＰＩとして設定していただいております。御対応をありがとうございま

す。 

 このＫＰＩの見直しに伴って、何か事業内容に変化はあったのかもお聞かせください。 

○今市民生活部市民生活課長 ただいま委員からお話のあったとおり、旭川市まち・ひと・しごと

総合創生戦略におきましては、従来、あさひかわ縁結びネットワークのホームページのページビュ

ー数をＫＰＩに設定していたところでございますけども、令和７年度を始期とする第３期の総合戦

略においては、結婚支援の充実を図るといった目的に沿った事業となっているか、より評価し得る

指標といたしまして、婚活イベントの参加者満足度に指標を見直したところでございます。 

 事業内容の大枠につきましては、従来と変わりはございませんが、指標の見直しに合わせて、婚

活イベント開催後の参加者アンケートについて内容の一部見直しを行っており、その結果について

は、企画に携わったあさひかわ縁結びネットワークやワーキンググループの構成員とも共有いたし

まして、次回のイベント企画に当たっての参考情報として活用しているところでございます。 

○沼﨑委員 より一層、充実した取組の展開に期待しております。 

 最後に、来年度の事業実施に当たって、どのように効果を上げていくか、お考えあるいは意気込

みについてぜひお聞かせください。 

○今市民生活部市民生活課長 本事業は、出会いの機会の提供としての婚活イベントの開催をはじ

め、情報発信や企業連携などといった取組を通じまして、結婚を望まれる方が結婚の希望がかなえ

られる環境づくりを進めていこうとするものでございます。 

 昨年の９月に旭川はれてで開催いたしましたイベントにおきましては、募集定員以上の方から応

募をいただきまして、参加者を対象としたアンケートにおいて、満足度の項目で８割を超える方か

ら評価をいただいたところでございます。 

 次年度の事業実施に向けましても、連携組織をベースとしながら、引き続き、様々な団体、企業

と連携を深めていく中で、不断の検証を行いまして、この事業がより効果的なものとなるよう取り

組んでまいります。 

○沼﨑委員 今年度の事業は大変好評であったということと、来年度に向けての力強い意気込みも

示していただきました。この分野でもＢｅｙｏｎｄあさひかわに大きく期待しております。 

 以上で、民生所管に関わる私の質疑を終わらせていただきます。 

○塩尻委員長 理事者交代のため、暫時休憩いたします。 

休憩 午前１１時００分 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午前１１時０２分 
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○塩尻委員長 再開いたします。 

 御質疑願います。 

○高見委員 おはようございます。 

 ２番手として、前段の民生所管に関わる質疑を行っていきたいと思います。 

 税務部と市民生活部に質問を予定しておりまして、最初に、税務部のほうで、２款総務費２項徴

税費２目賦課徴収費、宿泊税課税事務費５４４万３千円の件で質問しますけれども、宿泊税に関し

ましては、これまで代表質問や大綱質疑でも幾つか質問がありましたけれども、重複する点が幾つ

かひょっとしたらあるかもしれませんけれども、御容赦願いたいと思います。 

 ２款２項２目、今言いました賦課徴収費のうち、宿泊税課税事務費について、事業内容と事業費

予算をまず最初にお伺いしたいと思います。 

○佐藤税務部税制課主幹 宿泊税課税事務費につきましては、税務部税制課が所管します宿泊税の

課税と徴収を行うための事業費を計上しております。 

 事業費の主な内容としましては、会計年度任用職員１名の新規任用に要する報酬、職員手当、旅

費で３０６万６千円、宿泊税の課税管理システムの保守管理等に要する委託料で１１４万９千円、

パソコンやプリンターの賃借に要する使用料及び賃借料等で１２２万８千円を合わせまして、事業

費全体で５４４万３千円を計上したところでございます。 

○高見委員 今、宿泊税課税事務費の事業概要ということで御答弁をいただきました。 

 それで、本年からスタートする宿泊税導入に当たりましては、国による指導や規制等はあるの

か、その点をお伺いしたいと思います。 

○佐藤税務部税制課主幹 宿泊税は、法定外目的税であり、新設する場合には、地方税法第７３１

条第２項において、あらかじめ総務大臣に協議し、その同意を得なければならないと規定されてお

り、本市におきましては、令和７年３月３１日付で総務大臣へ法定外目的税新設協議書を提出し、

同年７月２２日付で総務大臣より同意が得られたところでございます。 

○高見委員 宿泊税導入に当たっては届出による同意が必要ということで、既に同意を得ていると

いうことであります。 

 ちなみに、昨年、２０２５年の日本国内観光客入り込み数は、過去最高となる約４千２００万人

を超えたようで、その要因はいろいろあると思いますが、やはり、円安が最大要因であると思って

おります。 

 いよいよ本年４月からの徴収でありますけれども、宿泊税徴収に至る宿泊事業者への説明等の経

過と進行状況について、どう対応してきたのかも含めてお伺いしたいと思います。 

○佐藤税務部税制課主幹 初めに、宿泊事業者の方々への徴収事務に係る説明につきましては、昨

年１０月から１１月にかけ、計４回、説明会を開催したところでございます。 

 この説明会の開催に当たりましては、宿泊事業者の方々に徴収事務の手引や質疑応答集などを同

封した案内書を送付しておりまして、結果、計４回の開催で５８事業者、延べ９０名の方に御参加

いただいたところでございます。また、説明会への参加が難しい市外の宿泊事業者の方々にも説明

会の内容が分かるよう、音声つきの説明動画をインターネット上に掲載しているところでございま

す。 

 次に、課税開始に向けた進行状況につきましては、提出期限を３月末までとする宿泊事業者の
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方々からの申告書の受付を現在行っているところであり、２月末時点の提出率は、宿泊事業者のお

よそ７割となっております。残り３割の未提出事業者に対しましては、電話により提出をお願いし

ているほか、連絡が取れない場合には、施設の実地調査を通じた経営状況の把握を行っているとこ

ろであり、今年度内に完了することとしております。 

○高見委員 説明会は昨年を含めて４回実施しているということなんですけれども、その徴収事務

説明会での意見としてはどういう内容の意見が多かったのか、その点をお聞かせいただきたいと思

います。 

○佐藤税務部税制課主幹 徴収事務説明会におきましては、申告書の書き方などといった事務手続

に関する質問、こういったものを多くいただいたところでございます。 

○高見委員 新しくスタートする宿泊税の申告書の書き方を中心とした質問が多かったということ

であります。 

 本市における宿泊税の対象となる宿泊事業者は一体どれくらいあるのか、業種別の事業者数もお

伺いしたいと思います。 

○佐藤税務部税制課主幹 特別徴収義務者となる宿泊事業者数につきましては、２月末時点での把

握数で申し上げますと、ホテル・旅館営業が９７事業者、簡易宿所営業が２４事業者、民泊が５７

事業者の計１７８事業者となっております。 

○高見委員 本市の事業者の分類というか、その点をお聞かせいただきました。 

 資料要求をさせていただきましたけれども、資料での道内自治体での宿泊税導入自治体は、北海

道のほか、本市、旭川市を入れて１８都市となっておりますけれども、ちなみに、道外の各自治体

での宿泊税導入の進行状況はどうなのか、把握しているのならばお聞かせいただきたいと思いま

す。 

○佐藤税務部税制課主幹 道外の自治体につきましては、報道などで把握しているものとなります

が、総務大臣の同意を得られている自治体は、都府県を含め、３５となっており、そのほかにも、

導入に向け、検討を行っている自治体は複数あるものと認識しております。 

○高見委員 国内では都府県を含め３５ということで、４７都道府県ある中で、これは、全国的

に、多分、近い将来、宿泊税導入に進んでいくのかなというふうには思っております。 

 続いての質問は、大綱質疑で石川厚子議員が質問した内容とほぼ一緒だと思うんですけども、非

常に重要な部分であると思いますので、再確認を含めて質問させていただきますけれども、令和８

年度のスタートする宿泊税徴収総額を一体どれくらい旭川市は見込んでいるのか、また、その積算

根拠も改めてお伺いしたいと思います。 

○佐藤税務部税制課主幹 令和８年度の宿泊税の市税歳入予算としましては３億４千万円を見込ん

でおります。その積算の根拠としましては、令和６年度の延べ宿泊数１９０万人泊のうち、令和８

年度は、納入申告期限となります５月から翌年３月までの１１か月分としまして１７０万人泊と見

込み、それに税率２００円を乗じ、算出したものでございます。 

○高見委員 市税の歳入予算として、宿泊税として３億４千万円を見込んでいるという、非常に大

きな額でないかなというふうに思っております。それは、昨年度、令和６年度の年間の宿泊数に乗

じたものということであります。 

 この宿泊税導入に当たっては、資料で見てのとおり、旭川市においては、１人１泊一律で２００
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円となっております。表の中では、他都市においては、宿泊料金の高いところにおいては割高なと

ころもありますけれども、一律定額で２００円という額が非常に多いのかなというふうには感じて

おります。 

 旭川市において、１人当たり１泊一律で２００円となっておりますけど、この額について妥当な

額と捉えているのかどうか、その点をお聞かせいただきたいと思います。 

○飯森税務部税制課長 宿泊税の税率につきましては、制度の考え方を所管する観光スポーツ部に

おいて、旭川観光基本方針で掲げている、本市が目指すべき将来像の実現に向けた施策実施の事業

費や、コロナ禍の経験を踏まえた非常事態に対する資金の確保等を考慮すると、おおむね３億円か

ら４億円程度の費用が必要と見込みまして、本市における延べ宿泊数の実績を踏まえ、算出したも

のでございます。 

 制度の検討に当たりましては、本市の附属機関である旭川市中小企業審議会から簡素で分かりや

すい制度を検討するよう答申を受けまして、北海道や道内他都市の検討状況、来訪者や宿泊者への

アンケート調査の結果も踏まえ、宿泊税を徴収する事業者の負担や、宿泊者の許容できる負担感、

本市の観光振興の将来等を総合的に判断した結果、本市の宿泊税についての考え方として、税率を

２００円とした一律の定額制とすることが妥当であるとの考えに至ったものと承知しております。 

 なお、道内において一律定額制で宿泊税を導入している自治体の税率は、本市と同様に２００円

となっております。 

○高見委員 この一律２００円という額についての見解でありますけれども、いろいろな関係団体

を含めて意見を聞かせていただきながら、一律の定額制とすることが妥当であるという考えに至っ

たということでの答弁かなというふうに思っております。 

 現在、本年からスタートする税率１人当たり２００円と、妥当というお答えをいただいたわけで

ありますけれども、税率ですから、いわゆる、今、問題となっている消費税の部分も、３％から、

今、１０％まで上がっているということで、税率がどんどん上がっていくことも懸念するわけであ

りますけれども、今後において税率を見直すこともあるのかどうか、その点を含めて見解をお伺い

したいと思います。 

○飯森税務部税制課長 宿泊税の税率を含めた制度の見直しにつきましては、５年ごとに必要な見

直しを行うこととしておりますことから、制度全体に対する点検や評価を行う中で、必要に応じ、

見直す場合もあるものと認識しております。 

○高見委員 この税率については、５年ごとに必要な見直しを行っていくということであります。 

 宿泊税について最後の質問になりますけれども、観光スポーツ部観光課から、Ａ３判用紙で令和

８年度における宿泊税を活用した事業案が示され、観光振興に関わる事業案が記載されており、そ

の内容等については、所管が違うのでお伺いはしませんけれども、税務部としては税収をしっかり

確保することが使命と考えます。 

 宿泊税の徴収に当たっての税務部としての姿勢をお伺いして、この質問を最後といたします。 

○金澤税務部長 宿泊税の導入に当たりまして、観光スポーツ部が主体となりまして、特別徴収義

務者となる宿泊事業者などの関係者と意見交換を重ねながら制度設計をしまして、私ども税務部と

しましても、できるだけ宿泊事業者の不安を払拭できるように、徴収事務説明会の開催、あるい

は、マニュアルの配付等により事務負担の軽減と、丁寧な税制度の周知に努めてきたところでござ
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います。 

 宿泊税の徴収開始後におきましても、税の徴収に御協力していただく宿泊事業者に対しましては

交付金制度による負担軽減策を予定しておりますし、宿泊税につきましては、先ほど御答弁しまし

たとおり、５年ごとに社会経済情勢の変化等を勘案し、必要な措置を講ずることとしており、今後

におきましても、納税者あるいは事業者にしっかり納得していただける制度を構築していくことが

重要であるというふうに考えております。 

 また、ただいま委員から税収の確保が使命という御指摘がございましたが、少子高齢化あるいは

物価高騰などの影響で厳しさを増す本市財政の中にありましては、本市経済活性化の一翼を担う経

済振興を支える独自財源としまして宿泊税をしっかり確保していけるよう、引き続き、観光スポー

ツ部と連携を図りながら取り組んでまいります。 

○高見委員 部長から答弁をいただきました。 

 国は、将来的に観光客入り込み数を１億人突破も視野に入れているようでありますけれども、観

光客増加は、経済的にプラス効果が非常に大きく、移動や宿泊、飲食、買物等で、言葉は悪いです

けれども、お金を使ってくれるわけですから、しかしながら、一方では、オーバーツーリズムやイ

ンバウンド迷惑行為も各地で報道もされております。 

 税務部としては、スタート年となるこの宿泊税徴収に当たって、今後、丁寧な説明と周知を行

い、事務処理等の大きなミスがないよう業務に当たっていただくよう指摘させていただき、この質

問を終わらせていただきます。 

 続いて、市民生活部のほうに質問が移りますけれども、４款１項４目の旭川聖苑改修費と旭川聖

苑火葬炉等整備費をお聞きしますけれども、あわせて、旭川聖苑敷地内にある共同墓についてもこ

の項目で質問しようかと思ったんですけども、共同墓については、同じく５目の墓地管理費に当た

るということなものですから、あわせて、この墓地管理費の予算概要も、２つ併せて御説明いただ

ければと思います。 

○鈴木市民生活部市民生活課主幹 旭川聖苑改修費につきましては、旭川聖苑内に設置している火

葬炉及び火葬設備の老朽化に対応するため、火葬炉本体を含む火葬設備の維持補修などの経費を計

上しており、予算額につきましては４千１１９万３千円、また、旭川聖苑火葬炉等整備費につきま

しては、火葬炉の老朽化及び施設の長寿命化への対応を図るため、現在１５炉ある火葬炉のうち、

使用年数の長いものの入替え工事を行っておりまして、予算額は、火葬炉２炉分の設置工事費等と

して２億８千５７０万円を計上しております。また、墓地管理費につきましては、市内１８か所あ

る市営墓地と、旭川聖苑の敷地内にある旭川市共同墓の維持管理に要する費用を計上しておりまし

て、予算額は２千６０９万２千円となっております。 

○高見委員 聖苑の改修費、火葬炉整備費、そして墓地管理費の事業概要を説明いただきました。 

 そこでまず、旭川聖苑自体は、現在、築何年経過しているのか、その点をお聞かせください。 

○鈴木市民生活部市民生活課主幹 旭川聖苑は、平成１１年１２月に竣工し、平成１２年２月から

供用開始した施設でありまして、築２６年が経過しております。 

○高見委員 もう旭川聖苑自体も築２６年が経過していると、非常に時が経過するのが早いなとい

うふうに認識をした次第であります。 

 旭川聖苑建設時のときの火葬炉は、たしか１３炉でスタートをしておりましたけれども、非常に
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亡くなる方が年々多くなっているということで、後に予備室があったのを利用して、２炉を追加し

て、現在、１５炉の火葬炉運用と認識してよいのか、その点をお聞かせください。 

○鈴木市民生活部市民生活課主幹 今、委員が御指摘のとおり、火葬炉の数は、当初１３炉でした

が、その後、増加する火葬件数に対応するため、２炉を増設しておりまして、平成３０年度からは

１５炉体制となっております。 

○高見委員 現在は、１５炉体制で運用しているということなんであります。 

 ちなみに、この火葬炉の耐用年数は一体どれぐらいなのか、その点をお聞かせいただきたいと思

います。 

○鈴木市民生活部市民生活課主幹 火葬炉の耐用年数につきましては、施設供用開始当初から使用

しているものはおおむね２０年から２５年、入替え工事を行い、更新されたものは２５年から３０

年と、製造元より確認しております。 

○高見委員 火葬炉の耐用年数の御答弁をいただきましたけれども、新しく交換した炉につきまし

ては耐用年数が約５年ほど延びているということであります。性能がよくなっているのかなという

ふうには思っておりますけれども、既に御答弁いただきましたように、建設時から２５年が経過し

ているわけであります。 

 建設当初の火葬炉は、耐用年数も、答弁いただきましたように既に経過している状況であります

けれども、全ての火葬炉に至っては新規交換になっているのか、その点をお聞かせいただきたいと

思います。 

○今市民生活部市民生活課長 令和元年度から火葬炉の更新作業に着手いたしまして、これまで、

順次、入替え工事を進めておりまして、施設の供用開始当時から使用している１３炉のうち、今年

度までに８炉の更新が、新年度にはさらに２炉の更新が完了する見込みでございます。 

 今後、できる限り早い時期に全ての更新工事を完了させたいと考えております。 

○高見委員 供用開始時の１３炉のうち、８炉が更新が済んでいる、新年度は２炉の更新が完了す

る予定ということで、３炉が残っているのと、追加している２炉ということで、５炉が今後まだ更

新しなければならないということであるかと思います。 

 ちなみに、この火葬炉１基当たりの購入価格と設置費、さらに、その工事に係る期間は一体どれ

ぐらいなのか、その点をお聞かせいただきたいと思います。 

○今市民生活部市民生活課長 令和８年度の予算ベースで申し上げますと、火葬炉２炉分に係る工

事費が、設置工事を含め、総額で２億８千５７０万円となっておりますことから、１炉当たりの金

額としては、その２分の１である１億４千２８５万円であり、北海道からの補助金や起債も活用

し、工事を進めているところでございます。 

 また、今回の入替え工事に関わるスケジュールといたしましては、部材は今年度に発注済みであ

り、今後、部材の調達状況を踏まえながら具体的な作業日程を固めていくこととなりますが、例年

同様のスケジュールと仮定した場合、聖苑内での工事は令和８年６月頃から１１月頃までが見込ま

れることとなります。 

○高見委員 火葬炉１基当たりの価格と設備費等をお伺いしましたけれども、基本的に、焼却炉の

設置に至っては購入価格を含めて１基当たり約１億５千万円弱かかるということで、非常に高額な

金額だなというふうに認識した次第でありますけれども、また、工事期間につきましては、部材
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が、本州からだと思いますけど、そろった時点で約半年は工事期間がかかるということでありま

す。 

 違う視点の質問に入りますけれども、旭川聖苑の火葬使用料につきましては、これは、当初から

変更がないのかどうか、そして、永山と台場にあった旧火葬場との料金における比較はどうなの

か、その点をお聞かせいただきたいと思います。 

○鈴木市民生活部市民生活課主幹 使用料につきましては、１２歳以上１体当たりの金額で申し上

げますと、亡くなられた方が市内の場合には１万２千円、市外の場合には２万４千円となっており

まして、平成１２年２月の供用開始から変更はしておりません。 

 なお、旧火葬場につきましては、大人の使用料が、市内の場合が３千円、市外が４千５００円と

なっておりまして、聖苑の設置に合わせて使用料の見直しを行っているところでございます。 

○高見委員 今現在、旭川聖苑の火葬使用料について、また、旧火葬場、永山と台場のときの使用

料ということでお答えをいただきました。そして、現在の旭川聖苑の火葬使用料、１２歳以上１体

当たりで１万２千円と。市外の方は倍の２万４千円なんですけども、これは、設置当初から、平成

１２年のときから現在まで一切変わっていないということであり、古い永山と台場の火葬場につい

ては、大人の使用料が市内の場合が３千円と、かなり安かったんだなというふうに思ったわけであ

ります。 

 先ほどお聞かせいただいた購入価格を含めて、火葬炉本体価格や、また、焼却に伴う燃料の価格

も上昇していると思うわけでありますけれども、今後、火葬使用料の見直し等は考えているのか、

その点をお聞かせいただきたいと思います。 

○今市民生活部市民生活課長 聖苑の使用料につきましては、火葬に係るランニングコストを負担

していただくことをベースとしながら、他自治体の状況なども加味して決定しているところであ

り、現時点で見直しの予定はございませんが、今後におきましても、かかる維持管理経費や他市と

の均衡、火葬件数の状況など、様々な状況を総合的に見極めながら、あわせて、サービス面での機

能向上などを図りながら、その検討は続けていく必要があるものと認識しております。 

○高見委員 火葬使用料の見直し等は、現在のところは考えてはいないということではあります。

で、この火葬という部分については、ある意味、本市の行政の大きなサービスの一つだというふう

に感じているわけでありますけれども、この火葬使用料については、答弁調整している中でお聞き

した中では、大都市の札幌市、新しい、本当に大きな施設、東西で２か所あると思うんですが、私

も何回か行ったことがあるんですけど、札幌市の火葬料は無料だというのを聞いてもうびっくりし

たんですけど、道内の他都市でも火葬料無料のところが幾つかあるということは聞いてびっくりし

ているわけなんでありますけれども、そんな部分、他都市の状況も踏まえながら、札幌市は、何

か、今後、火葬料を徴収していくようなことを検討しているようなこともお聞きしましたけれど

も、そういう部分を、見直しに当たる場合においては十分検討していただければというふうに思い

ます。 

 資料で、旭川聖苑の火葬件数の推移について、まず、上部のほうに記載が―資料要求をさせて

いただきましたけれども、直近１０年ということで、これにつきましても、年々、微増の年もあり

ますけれども、毎年、これは上昇傾向で来て、令和６年度分で５千５７０件で、近い将来、本当に

６千件を超えるんでないかなというふうには感じているわけであります。 
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 過去にもちょっと質問はしたことがあるんですけども、旭川聖苑で火葬の順番待ちということで

非常に待機時間が長い、そういった問題も質問をさせていただいたわけでもありますけれども、旭

川聖苑での今言った混雑時の待ち時間は、今は一体どういう状況なのか、その点をちょっとお聞か

せいただきたいと思います。 

○今市民生活部市民生活課長 これまで、友引日の翌日などを中心に火葬が集中することで長時間

の待機や、待合室の混雑により到着したバスの中で待機していただくような状況は発生する例も見

受けられましたが、到着時間の分散化などの傾向もございまして、今後とも状況を注視する必要は

ありますものの、今年度、このような事例は減少しているものと認識してございます。 

○高見委員 今、待ち時間の状況ということで御答弁いただきました。友引日でも利用できるよう

に結構前になって、やはり、気にする人は気にして、友引日を避ける人もいると思うんですけど

も、だけど、徐々に増えてきている傾向にあるということも聞いております。 

 その中で、到着時間、葬儀時間の開始時間をいろいろ調整しながら、葬儀屋さんとしながら、混

雑回避に向けたことにもなっているということで、非常に混雑するというのは何とか対応し切れて

いる状況かなというふうな御答弁でありますけれども、コロナ禍を経て、通夜や葬儀形式も各家庭

においてさま変わりして、家族葬も増加傾向という状況の中ではありますけれども、今後、本市

は、旭川聖苑の火葬炉交換や聖苑での焼却待ち時間の改善に向けて、本市の考え方をお聞きして、

この質問については終わりたいと思います。 

○今市民生活部市民生活課長 旭川聖苑では、火葬件数が増加していることを踏まえまして、火葬

炉の増設などハード面において、あるいは、友引日の臨時開業や混雑状況に係る情報発信など、ソ

フト面から様々な対策に取り組んできており、一定の効果があるものと考えておりますが、今後と

も火葬件数は増加していくことが見込まれますことから、これまでの取組の効果検証を行いなが

ら、引き続き必要な対策を進めてまいりたいと考えております。 

○高見委員 旭川市も、人口減少の中ではありますけれども、その中で高齢化率は高い水準がまだ

まだ続くというふうに思われます。円滑な聖苑の運用や待ち時間解消に向けて最善の努力をお願い

して、この項目の質問は終了させていただきます。 

 続けて、最後の質問に移りますけど、何とか昼前に終わりそうなんで、よろしくお願いします。 

 続けて、共同墓についての御質問に入らせていただきます。 

 共同墓の整備当初の納骨計画は一体どのような内容だったのか、改めてお聞かせいただきたいと

思います。 

○鈴木市民生活部市民生活課主幹 平成３０年９月に供用開始した旭川市共同墓につきましては、

整備当初においては、道内他都市の先行事例も参考に、年２００体、５０年間で累計１万体の納骨

を見込んでいたところでございます。 

○高見委員 旭川聖苑敷地内に設置された共同墓でありますけれども、市民要望も多い中で最終的

に至ったわけでありますけれども、当初計画では、年２００体、５０年間で累計約１万体、納骨可

能ということで見込んでいたということであります。 

 この共同墓につきましては、過去にも、これまで何人かの議員さんが質問もしているかと思いま

す。 

 この資料につきましては、建設時からの共同墓の納骨数についての推移、何年間ですか、８年間
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分の、令和７年度分までの納骨数を資料の下段のほうに記載していただきました。そうすると、若

干減った年もありますけども、しかしながら、明らかに増加傾向である、令和６年度に至っては１

千件を超えているということで、当初、年２００体ですよ。それが大幅に予想外で納骨されている

ということであります。 

 現在における見通しはどうなのか、今後、何年使えると想定しているのか、その点をお聞かせい

ただきたいと思います。 

○今市民生活部市民生活課長 共同墓への納骨数は、昨年度時点で、当初想定である１万体の半

数、５千体を超える実績となったことから、昨年春に現状を把握するために現地調査を実施してお

り、その結果、収蔵可能数を約１万８千体と見直ししております。 

 今後の見通しといたしましては、今年度までの納骨実績６千２５体を差し引きますと、来年度以

降、おおよそ１万２千体ほどの納骨が可能と見込まれますことから、現状のペースで納骨が進むと

仮定した場合、今後、十数年、現施設での納骨が可能と考えているところでございます。 

○高見委員 今、質問した内容とちょっと重複する部分があろうかと思いますけれども、既に８年

が経過しているわけでありますけれども、明らかに当初計画を上回る増加傾向でありますけれど

も、資料による共同墓の利用推移を本市はどう捉えているのか、その点をお聞かせいただきたいと

思います。 

○今市民生活部市民生活課長 共同墓におきましては、平成３０年の供用開始以来、毎年、当初の

想定を大きく上回る納骨数で推移しておりますが、これは、近年、お墓に対する価値観の多様化、

少子化等の影響、また、後継者の市外転出等でお墓の管理が難しくなったり、将来の管理に不安を

持つ方が増えていることなどが要因となっているものと考えております。 

○高見委員 共同墓の利用者推移増加の本市の見解ということで御答弁をいただきました。 

 共同墓へのお骨は、旭川聖苑の火葬場と同じく、近隣８町を含めて、申出があれば受け入れてい

るということで、この共同墓につきましても旭川市民以外も受け入れているのか、その点をお聞か

せください。 

○鈴木市民生活部市民生活課主幹 当施設につきましては、旭川市及び近隣８町に御縁のある方、

市営墓地を返還する方についても利用できる納骨施設となっておりまして、旭川市外の方につきま

してもこれらの要件に合致した場合には利用が可能となっております。 

○高見委員 共同墓も、旭川市民以外の方も要件に合致すれば利用は可能だということでありま

す。 

 そこで、利用する場合の料金は一体幾らに設定されているのか、最初のみでいいのかどうか、途

中で管理費用とか徴収があったのかどうか、その点も含めて、ちょっと再確認の意味でお答えいた

だきたいと思います。 

○鈴木市民生活部市民生活課主幹 使用料につきましては、申請者や亡くなられた御本人が旭川市

民の場合、あるいは、市営墓地を返還される場合には、１体につき２万６千円、それ以外でいずれ

かが近隣８町在住者の方の場合につきましては、１体につき３万９千円と設定しております。 

 なお、この使用料につきましては、使用申請後、１回に限り納入いただくものとなっておりま

す。 

○高見委員 この共同墓を利用する場合、最初の１回のみで、途中徴収するようなことはないとい
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うことでの御答弁と認識していいのかなと思います。近隣８町の方については、聖苑と同じように

割高で利用できるということであります。 

 ちなみに、共同墓における清掃作業や供養というのは一体どう行われているのか、その点をお聞

かせいただきたいと思います。 

○鈴木市民生活部市民生活課主幹 共同墓におきましては、聖苑の利用者が少ない友引日を中心

に、除雪の入らない冬期間を除き、月６日から７日、納骨日を設定しておりまして、当日、職員が

現地で立会いをいたしますことから、清掃など日常的な管理につきましてはその納骨の際に行って

いるところでございます。 

 また、供養について、施設の性質上、市で特段実施はしておりませんが、共同墓前には献花台や

墓参スペースを配置しておりまして、積雪時期以外は聖苑の開業時間に合わせて自由にお参りをし

ていただけるようになっており、納骨後におきましても、御親族の皆様が故人をしのぶために足を

運び、先人、先祖を敬う憩いの場として御利用いただいているところでございます。 

○高見委員 冬期間については、やっぱり毎日受け入れるということにも当然ならないと思うんで

すけども、冬期間を除いて、納骨日を本市のほうから設定して、そのときに納骨していただくとい

うことであります。 

 そして、旭川市においても、核家族化や少子化傾向によって、一般墓地での先祖代々からの墓地

管理が難しくなり、共同墓への納骨が今後ますます増加傾向になるのではと想定されますけれど

も、その対応策を市はどう考えているのか、お聞かせいただきたいと思います。 

○今市民生活部市民生活課長 現状におきましては、今後、十数年は現施設を利用できることが可

能という見込みを立てているところでございますけども、委員から御指摘のありましたとおり、墓

地を取り巻く環境の変化によりまして、今後とも共同墓に対する関心、ニーズの高まりが続いてい

くものと認識しておりますことから、当面の間、納骨の申込み状況の推移を注視してまいりたいと

考えておりますし、毎年度設定している納骨日につきましても、状況によっては拡充の検討が必要

になると考えているところでございます。 

○高見委員 今後の増加傾向の中での対応策ということでの御答弁をいただきました。その中で

は、十数年先には今の共同墓が満杯となり使用できなくなるわけであります。十数年の数年という

のが、１１年なのか１９年なのかによっても違ってきますけれども、しかしながら、あっという間

に時がたって、どうするということになると思うんですけども、その際、本市はこの先をどう考え

ているのか、その点をお聞かせいただきたいと思います。 

○今市民生活部市民生活課長 その先の対応策につきましては、現時点におきまして具体的なこと

を申し上げることは難しいところでございますが、先ほども答弁いたしましたとおり、当面の間

は、状況の推移を注視するとともに、こうした利用動向や市民ニーズなどを踏まえながら、しかる

べき時期に共同墓整備に係る方向性について整理、検討を進める必要があると考えております。 

○高見委員 しかるべき時期に共同墓整備に関わる方向性について整理、検討を進めていくんだと

いうことでありますけれども、やはり、こうした問題は早めに対応していくのが間違いないことで

すし、無難だと思っております。そんな部分で慎重に早めに検討に進んでいただければと思いま

す。 

 少し早口になりましたけれども、時間内に、昼前に終わることができましてよかったと思います
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けども、最後に、この共同墓についての質問になりますけれども、旭川聖苑として、最初の火葬炉

交換や維持管理、待ち時間の解消や、今御質問させていただきました聖苑内にある共同墓への取組

などを質問してきたわけでありますけれども、将来的に今後どのような運営を考えているのかお聞

かせいただき、最後の質問とさせていただきます。 

○樽井市民生活部長 委員のほうから、高齢化に伴って亡くなられる方が増加する、いわゆる多死

社会が到来する中で、火葬場、そして墓地、とりわけニーズの高い共同墓について御質問をいただ

いてきました。 

 様々な統計を見ましても、やはり、亡くなられる方は、しばらくの間、増えることが見込まれて

おりまして、本市におきましても同様の傾向が想定されております。これまでも旭川聖苑におきま

しては、炉の増設や更新を含め、必要な設備投資とかメンテナンスも行ってまいりました。また、

共同墓のほうにおきましても、納骨状況を注視しながら、例えば、納骨数によっては、受入れ時

間・日数を増やすとか、あと現地調査など、そういうこともしてまいりました。 

 そうした必要な対応を進めてきたところでございますが、やはり、この先、死亡者数がピークを

迎えるという中にありましては、利用される方、そうした方がこうした施設を不便なく利用いただ

けるように、次期共同墓におきましては、先ほど課長からも答弁がありましたけども、やっぱり、

利用状況、市民ニーズなど、そういうものを踏まえた上でタイミングを見計らってということにな

りますけれども、いずれの施設にありましても、先々を見据えた検討、対応を重ねながら適切に運

営を進めてまいります。 

○塩尻委員長 暫時休憩いたします。 

休憩 午前１１時５０分 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 １ 時００分 

○塩尻委員長 再開いたします。 

 御質疑願います。 

○中村のりゆき委員 それでは、４項目質疑させていただきたいと思っておりますけども、冒頭、

委員長のほうからもお話がありましたとおり、東日本大震災発災から１５年という日を迎えたとい

うことになります。警察庁の発表でも、まだ行方不明者が２千５１９人いらっしゃるということ

で、やはり、この１５年間、まだ時計が止まっている状態で、本当にまだそのままの気持ちのまま

の方がいらっしゃるのかなっていうことと、あと、２万６千人の方がまだ避難者ということになっ

ているということで、本当に大変な思いをされて今でもいらっしゃる方が多いんだなということ

で、心から御冥福とお見舞いを申し上げたいなというふうに思っております。 

 それでは、初めに、３款１項３目老人福祉費のうち、高齢者バス料金助成金についてお伺いをし

ていきたいと思います。 

 新年度は、交付時負担金の見直しや、高齢者運転免許証自主返納事業も新たに行おうとしており

ます。これまで、高齢者運転免許証返納の事業を防災安全部が所管していたわけでありますけど

も、福祉保険部に事業再編ということになったものというふうに思っております。 

 私ども公明党といたしましても、高齢者のアクセルとブレーキの踏み間違いによる事故が、本当

に、報道されるたびに、これは、何とか、やっぱり、改善できないものだろうかというところで、
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なるべく運転に自信がなくなってきたときに、運転免許証を返納する後押しをするような、そうい

った事業を構築すべきだということを提案しておりまして、各自治体も結構いろいろ研究をされて

いるというか、事業提案されていることも、これまで一般質問だとかを通しながら私も質問してき

たわけなんですけども、道内で言えば、北竜町がタクシーチケット５万円分をもらえるんですね、

免許証を返納すると。これは、なかなかレアケースというか、普通は、大体、多くても１万円ぐら

いが多いんですけども、そういったタクシーチケットのそういったものをしっかり補助できるよう

な制度設計をすべきじゃないかということも言ってきたんですけども、なかなか、やっぱり、その

財源も難しいというところもあったもんですから、そんな中で、私どもの会派の中でも、寿カード

の交付時負担金、これを援助するような、そういった仕組みでもいいのかなっていうようなこと

で、そういう予算要望に変えてきたっていう、そういう経過があるもんですから、今回、新年度予

算にそうした取組を入れていただけたというのは非常にありがたいなというふうに思っているとこ

ろです。 

 それでは、まず、新年度の予算額、制度の変更など、事業概要について御説明をいただきたいと

思います。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 高齢者バス料金助成費につきましては、高齢者の積極的な社会参

加と健康の維持増進を図り、生きがいのある生活を援助することを目的として実施をしておりま

す。 

 ７０歳以上の高齢者を対象とし、寿バスカードの交付を受けることにより、市内の路線バスに乗

降の際、１乗車につき１００円、身体障害者等の方は５０円で乗車できるものとなっております。

令和８年度は、交付時負担金の改定と、新たに運転免許証の自主返納をされた方を対象とした事業

の実施を予定しております。 

 なお、令和８年度の予算額は２億７千８７万６千円で、財源内訳は、寿バスカード再交付手数料

１２万８千円、寿バスカード交付収入７千１３６万５千円、一般財源１億９千９３８万３千円とな

っております。 

○中村のりゆき委員 この制度を昭和６３年度から実施してきているということで、事業目的も、

今、答弁いただきましたけども、初めの段階では今とはちょっと違っていて、バスチケットを配付

するという、そういう制度からスタートしていたんですね。その後、何度か見直しがあったわけで

すけども、バスカードを１乗車１００円に一本化したのは平成１１年度からということになってお

ります。 

 さらには、平成１８年度からは、バスカード交付時負担金を導入しているということで、事業費

が、かなり、３億円以上ということで高止まりしていたというところで、持続可能な制度にしよう

という検討があったものというふうに思っているんですけども、その際に、身体障害者を除く利用

料の総額の９．１％をバス事業者が独自割引としていただくような、そういうスキームにもなって

おります。 

 そこで、伺いますけども、平成１８年当時のバスカード交付時負担金を導入した経緯と、２千円

というふうに決められたと思うんですけれども、そういう２千円と決定したことに関しての御説明

をいただきたいと思います。 

 また、バス事業者から独自割引をいただくことに同意をいただいた経緯についても伺いたいと思
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います。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 平成１８年度に寿バスカード交付時負担金を導入した経緯につき

ましては、事業費が拡大傾向にある中、制度を継続する上で、財政負担への対応が課題となってい

たため、利用者にも負担を求めることが必要と判断し、導入したものと理解をしております。 

 その際、交付時負担金の額を１か月当たり１往復分の料金相当額とし、算定した３千円を検討し

ておりましたが、審議会からの意見を踏まえ、２千円とした経過がございます。 

 バス事業者による独自割引につきましては、当時の協議経過等が残っていないため、確認はでき

ませんが、制度を継続することを優先し、同意をいただいたものと理解をしております。 

○中村のりゆき委員 昭和６３年度に始まったときの事業費は６千５００万円ぐらいなんですね。

それがどんどん増えていったっていうことがあるんですけども、３億円に到達したのが平成１０年

度、もう３億円を超えて、それから平成１７年度までずっと３億円を超えてきていたっていう、そ

ういった経過があって、そこを少し見直せないかというところで、平成１８年度からは、交付時負

担金という制度を導入して、平成１８年度は２億７千万円ぐらいまで下がっているということで、

３億円を下回るような状況になってきて、今現在に至ってくるわけなんですけども、先ほど、その

交付時負担金、どのように考えて設定したかっていう説明があったわけなんですけども、１か月当

たり１往復分の料金相当額、掛ける１２か月分。それを計算すると約３千円近くなったんだけど

も、審議会だとかの意見もあって２千円にしたという御説明がありました。 

 私は、交付時負担金のこの積算根拠については、考え方については一定程度理解もできるんです

けども、実際に、市と利用者、さらにはバス事業者の負担分ということも導入になっているってい

うことなんですけども、その考え方をしっかりやっぱり持つことが重要ではないかなというふうに

も考えるわけなんですよね。 

 それで、平成１８年当時の利用者、市、バス事業者の負担割合についてはどのようになっている

のか、伺いたいと思いますし、また、利用者の負担割合として望ましいと思われる議論はそのとき

されていたのかについてもお伺いしたいと思います。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 負担割合の算定に必要なデータ等の関係で、平成２２年度の状況

を基にお答えをいたします。利用者５０．１％、市３５．１％、バス会社１４．８％となっており

ます。 

 また、交付時負担金の導入以降、利用者の負担割合に関する検討については確認をできておりま

せん。 

○中村のりゆき委員 利用者の負担が約半分ということですね。５０．１％、市は３５％で、バス

事業者は１５％ぐらいだったということで、今、御説明いただきました。 

 その負担割合に関する検討というのは、さきの質問でも、なかなかそこは分からなかったという

こともあったので、これは確認できないという答弁だったと思うんですけども、それで、令和７年

４月に部局でまとめられた高齢者バス料金助成制度の現状と課題及び当面の進め方というところ

で、私もこれは確認をさせていただいておりますけども、利用者の受益者負担ということで明記を

されているんですね。 

 それで、どのように記載をしているのか、まずはその確認をさせていただきたいと思います。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 高齢者バス料金助成制度につきましては、昭和６３年度に創設
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し、平成１８年度の寿バスカード交付時負担金の導入後も一定期間が経過をしております。そのた

め、本制度を取り巻く環境の変化や、令和５年度に実施したアンケート調査の結果なども踏まえな

がら、現状と課題及び当面の進め方を整理したものでございます。 

 その中で、利用者負担の考え方として、全庁的な方針である「受益と負担の適正化」へ向けた取

組指針（改訂版）に準拠する場合の検討事項等を記載しております。取組指針における３つのサー

ビス類型で比較しますと、広く市民に及ぶが選択的なサービスとして、市費負担５０％、受益者負

担５０％という負担割合の区分に該当することと、その場合でも、レクリエーションや通院等、多

様な利用目的での利用を受益者負担５０％として一律に整理することが適切なのか、検討が必要と

しております。 

 進め方としましては、引き続き、それらについて検討し、対応策の整理と必要な環境の整備がな

されるまでの間、現行の利用者負担の考え方に即して本制度を運営することとしております。 

○中村のりゆき委員 今、御答弁いただいた中で、この受益者負担の考え方については、基本的に

は５０％なんだろうという、そういうことだと思うんですね。ただ、レクリエーションだとか通院

等だとか、そういったことに特化しているような利用について、その負担割合についてこの５０％

でいいのかについてはさらなる検討も必要だと、そういうような意見も、意見というか、そういう

まとめになっていると。それに対する意見を審議会でもらおうとして、そういう資料作成をしてい

るということなんですよね。 

 それで、令和７年５月１９日に、昨年ですよね、昨年の５月１９日に、今津市長の名前で、旭川

市社会福祉審議会に諮問をしているということなんですけども、いわゆるバス事業の現状と課題、

当面どのように進めていくのかっていうことだとか、交付金の改定というところについての諮問と

いうことになっているんですけども、どのような議論があって、その後、答申もいただいていると

思うんですけど、どういう答申になったのか、お伺いしたいと思います。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 審議会における調査、審議につきましては、社会福祉審議会高齢

者福祉専門分科会で行っております。 

 １回目は、高齢者バス料金助成制度の現状と課題及び当面の進め方について調査、審議を行い、

当面の進め方として、介護予防への効果の点から対象年齢を７０歳以上とすること、利便性の点か

ら１乗車１００円とすること、外出機会の確保の点から利用額や利用回数の上限を設定しないこと

の３点を前提として、交付時負担金の改定を進めることについて了とする意見となったものであり

ます。 

 ２回目は、寿バスカード交付時負担金の考え方に基づいて算出した改定額４千円と、事務費及び

人件費を考慮して算出した改定額５千円について調査、審議を行い、ベースとなるバス運賃も上が

っていることから改定額４千円を了とする意見となったものであります。また、調査、審議におい

て、上がり幅によってはより負担感が強まることへの懸念等の御意見があり、４千円は現行の交付

時負担金の額から２倍となるため、改定に当たっては、段階的実施など、激変緩和措置を講じられ

たい旨の意見を付した答申となっております。 

○中村のりゆき委員 やはり、外出機会を確保することで、介護予防というところに資するんだと

いうことで、７０歳以上というところはそのままにしたほうがいいんじゃないかということと、利

便性の観点から、やっぱり１００円、これは１２０円とか１３０円になったら大変ですよね、確認
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するのもね。そういった１００円、ワンコインのままやるということで、外出機会の確保や利用し

た回数も、ある程度―外出機会の確保という点からは利用額や利用回数の上限を設定しないこと

と、こういう３点の意見をいただいて、さらには、２回目の審議の中では、諮問自体が、交付時負

担金を４千円にしますか、５千円にしますか、どっちがいいですかっていう諮問だったんですよ

ね。ですから、そのどちらがいいかっていうことで言えば、改定額は４千円でいいんじゃないかっ

ていう、そういう答申になっているんですね。これが、７月４日に答申ということで出されている

資料、私も見ていますけども、ただ、この４千円に、いきなり２千円から４千円になるのは、倍に

なるというところで言うと、これは負担感が大きいので、段階的な実施ということで、激変緩和措

置を講じられたいという、そういう内容になっております。 

 ですから、旭川市としては、４千円か、５千円か、どっちかでいきたいっていう考え方はもとも

と持っておられたということも確認をさせていただけるかなというふうには思っているんですけど

も、それで、高齢者バス料金助成制度の現状と課題及び当面の進め方っていう、先ほども言った、

そういう部局でまとめた資料ですけども、そこに関係者の負担状況を示す表が記載されているんで

すよね。 

 で、この表は令和５年度決算ですが、バス運賃の改定があった令和６年度決算では、それぞれの

負担額が変化すると思うんですけども、どのようになっているのか、お伺いしたいなというふうに

思います。令和５年度決算と令和６年度決算での比較ということでお答えいただきたいと思いま

す。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 本事業の実施に要する費用についての利用者、市、バス会社によ

る負担割合の比較でございますが、まず、利用者負担は、令和５年度決算約４８％から令和６年度

決算約４４％へ、市負担は、令和５年度決算約４０％から令和６年度決算約４３％へ、バス会社負

担は、令和５年度決算と令和６年度決算のいずれも約１３％となっております。 

○中村のりゆき委員 バス料金がやっぱり上昇したことによって、その差額分を市が負担をしなけ

ればならないということから、今お答えいただいたように、負担割合としては、市の負担が大きく

なっている、４０％から４３％に３％増えますよと。逆に、利用者の負担は、４８％から４４％、

４％下がりますよという、そんなような状況になっているということで、市の負担感がやっぱり大

きくなってくると。今後、やっぱり物価上昇ということを見込むと、ちょっと改定をやっぱりしな

ければならないという、そういうような判断もあったのかなというふうに思うんですね。 

 それで、交付時負担金を３千円、今回、提案は３千円なんですけども、３千円というふうに当て

はめた場合、利用者、市、バス会社による負担割合がどういうふうになるのか、お答えいただきた

いと思います。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 寿バスカード交付時負担金の改定による負担割合の影響について

であります。 

 まず、利用者負担は約４８％、市負担は約４０％、バス会社負担は約１３％と見込んでおり、い

ずれも令和５年度決算と同程度の負担割合となっております。 

○中村のりゆき委員 交付時負担金を３千円にすることによって、バス運賃の上昇分を吸収するこ

とができるという、そういうことですね。ぴったり４８％に、要するに利用者負担のほうはなると

いうことで、もちろん市の負担も同様になるという、そういうことだと思うんですけども、それで
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今回も３千円の提案をされているというふうに思うんですけども、ただ、パブリックコメント、市

民意見提出手続を行っておりますけども、かなりの回答も今回来ているということ、私もそれを全

部読ませていただきましたけど、それで、令和８年度３千円、要するにパブリックコメントの提案

自体はですよ。令和８年度は３千円、そして、令和９年度の交付時負担金については４千円に改定

するという内容だったんですね。で、今回条例改正案では、令和８年度３千円のみが反映をされて

おります。 

 その理由と、４千円という扱いについてどういうふうに考えているのか、お答えいただきたいと

思います。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 寿バスカード交付時負担金の改定につきましては、１か月当たり

１往復分の料金相当額を負担していただくという考え方を基に設定をしております。現在のバス運

賃を適用した結果、４千円となりますが、「受益と負担の適正化」へ向けた取組指針では、改定前

の１．５倍を上限としていることや、審議会からの改定に当たっては段階的実施など激変緩和措置

を講じられたい旨の答申に対してより丁寧に対応するため、今回の条例改正案においては３千円へ

の改定のみを規定しております。 

 ４千円の扱いにつきましては、現行の交付時負担金の算出の考え方に基づいた額であり、目安と

しての性質は変わらないものと考えております。 

○中村のりゆき委員 条例改正では３千円が明記されているんですけど、４千円という数字はどこ

にも出てきていないという状況ではあるんですが、ただ、今の最後の４千円の扱いについての回答

としては、現行の交付時負担金の算出の考え方に基づいた額であって、目安としての性質は変わら

ないというふうにお答えになったんですけども、では、いつ、その目安である４千円の改定を行お

うとしているのか、その考え方について伺いたいと思います。 

○高田福祉保険部保険制度担当部長 交付時負担金の改定の進め方についてでございますけれど

も、ただいま課長からも答弁がありましたとおり、今回の条例改正案では、３千円の改定のみを規

定しているところでございますが、改定による利用者数への影響や、利用者、市、バス会社の負担

割合の動向などを今後把握するためにも、一定期間はこの３千円を継続してまいりたいと考えてご

ざいます。 

 そのため、目安である４千円への改定の時期については、それらの内容を踏まえながら、その時

点での目安となる改定額や進め方も含めて検討してまいります。 

○中村のりゆき委員 ということは、令和９年度に４千円の改定はないのかなっていうふうに、今

の部長の答弁で言うと、そういうふうに受け止めることができると思うんですよね。当面はその３

千円でいきたいというようなお答えだったのかなというふうに思います。 

 それで、平成１８年度の事業費を見ると、くしくも令和８年度とほぼ同額の２億７千３９０万円

というふうになっておりまして、うち、一般財源が２億１千９１１万円というふうになっているん

ですね、この平成１８年のときに。で、令和８年度、新年度の事業費については、先ほど御答弁も

いただきましたけども、事業費２億７千８７万円、一般財源が１億９千９３８万円なんですよね。

事業費としては３００万円マイナスになっているんですね。１８年度と比べて、新年度は３００万

円マイナスと。一般財源はというと、約２千万円マイナスなんですよ。市の負担が軽くなっている

んですね。 
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 ですから、平成１８年当時と比較すると、一般財源の比率は下がっていることはもう明らかです

から、今後、運賃が相当値上がりしない限り、交付時負担金を引き上げるということには私はなら

ないのかなというふうに思いますし、今、部長の御答弁で言っていただいたように、やっぱり、そ

の状況の把握の内容を踏まえながらしっかり考えなきゃならないっていう答弁ですから、市の負担

がどんどん軽くなるような改定をしていくってことにはならないですよね。ですから、この点はは

っきりと申し上げておきたいなというふうに思います。 

 ただ、今後、やっぱり、バス事業者の経営が一段と厳しくなるっていうことがないとも言えない

わけですね。そうなると、やっぱり、負担の見直し、今、バス事業者が一定程度、９．１％ってい

うのを原則にして持っているわけですけども、その９．１％は何でできたのかなって、私も不思議

だったんですけど、初めは、バスの回数券を出していた、したら、回数券って１０枚分で１１枚つ

いてくるっていうことで、そうなると、ちょうど９．１％の回数券分の１枚おまけ分が得られるっ

ていうところから、事業者としても、したら、事業費を計算する際、その分は値引きしますよとい

う、そういういきさつがあったようにも聞いておりますので、だから、そういう負担感というの

を、今後、ちょっと、やっぱり、バス事業者との協議経過も、私は、資料でいただいてはいるんで

すけども、何回か、今回の改定のことについても協議を持っているっていうことは資料でいただい

ているんですが、ただ、今すぐにそこを変えるっていうことにはならないのかなっていうふうに思

うので、今後は、そこもいつの日かっていうことで、大分先かなっていうふうに私自身は思ってお

りますけど、考えていかなきゃならないかなっていうふうに思っております。 

 それでは、もう一つの今回新しく取り入れた事業ということで、高齢者運転免許証の自主返納の

支援事業について、事業概要をお伺いしたいと思います。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 高齢者運転免許証自主返納支援事業につきましては、今後も高齢

化の進行が想定される中、自動車の運転に係る不安に対応しつつ、外出機会の充実を図っていくこ

とが必要であることから、高齢者バス料金助成制度を活用し、運転免許証の自主返納をされた方を

対象として、寿バスカード交付時負担金を減免する事業を実施しようとするものでございます。 

 支援の内容につきましては、高齢者バス料金助成制度の対象者のうち、令和８年４月以降、新た

に運転免許証を自主返納された方に対して、寿バスカード交付時負担金を連続する１２か月分減免

することとしております。 

○中村のりゆき委員 私どもの予算要望でも、一定程度減免すべきだっていうところを書いている

んですけど、年数については、月数については一切触れていなかったんですが、今回、予算提案さ

れているのは１２か月分の減免という説明がありました。 

 それで、令和５年度に実施した高齢者バス料金助成制度に関するアンケート調査ということで行

われておりまして、これを見ますと、これは、令和５年６月２７日に調査票を送って、７月２１日

に回収してまとめられた資料になっているんですけども、ここで私もちょっと注目したのが、いわ

ゆる寿バスカードの利用を機に運転免許証を返納しましたかっていう質問があるんですね。項目が

あるんですけども、その回答が、１９．８％がそういう寿バスカードに切替えっていうか、そうい

うのを契機に免許証をお返ししたっていうふうに出ているんですよね。 

 まさに、今回取り入れたっていうか、高齢者に対する、ある意味、インセンティブですよね。免

許証を自主返納するインセンティブになるかなっていうふうに思うんですけども、このインセンテ
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ィブがなくても自主返納して、何の恩恵もなくても１９．８％の人が寿バスカードを、移動手段と

して車に代わって使っているっていう回答があるわけですから、これ、インセンティブを持ってい

ただくと、よりそれが促進されるという効果はやっぱり期待できますよね。 

 より、やっぱり、交通事故を防いだりとか、安全に、その当事者の方だけでなくて、巻き込まれ

る方もいらっしゃるわけですからね。そういうようなことを、やっぱり、旭川から一人でもなくし

ていくっていうか、ゼロにできればしていきたいという思いはありますけども、そういうふうにな

っていくのかな、なっていければいいかなというふうに思っているんですけども、それで、令和８

年度、対象人数をどういうふうに見ているのかっていうことと、予算額についてもお伺いしたいと

思います。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 本事業の対象者数につきましては、約７００名と見込んでおりま

す。 

 予算措置につきましては、高齢者バス料金助成費のうち、寿バスカード交付収入の中で対応する

こととしており、令和８年度はおおむね半期分として１１０万円、令和９年度以降は２１０万円と

しております。 

○中村のりゆき委員 今、御答弁いただいたように約７００人を見込んでいるということなんです

よね。それで、１２か月ということですから、年度途中に返納して、途中から交付を受けることが

できるんですけども、一定金額、何か月分は幾らとかって、もう全部決まっていますよね、毎月

ね。結局、だから、次年度にもまたがってしまうわけですね、その手続をするのがですね。２年間

にまたがっていくと。もちろん、だから、その部分は、１２か月分は、利用者の方は免許証を自主

返納した人はゼロになるんですけども、それを扱う、担当する事務職員の方の事務負担っていうの

はすごい煩雑になると思うんですよ。かなり、これ、７００人のこの事務を想像すれば、もう、誰

がどのぐらいやらなきゃなんないのっていう話になると思うので、相当な負担感に私はなるんじゃ

ないかなっていうふうに思うんですよね。 

 ですから、思い切って、初年度は、いつのスタートからでも、取りあえず６月がちょうど切替え

時期なので６月まではゼロですよと。さらに、そこから１年間の分はゼロにしますよっていうふう

にやっても、そんなに大きな事業費ね、私は、今、先ほど事業費の負担についてもお伺いしました

けども、おおむね半分で１１０万円っていうその影響額の分だけがちょっとついて回るっていうの

はあるとは思うんですよね。だから、そんなに大きな事業費でなくて、事務負担のほうが膨大な、

したら、会計年度職員ですか、を例えば１人採用しなきゃならないわってなったときに１１０万円

で雇えますかって話で、年間。 

 そう考えると、私はね、今言ったように、事務負担を大幅に軽減するためにも、１年目の途中の

部分と２年目のところも無料にしますというふうにしたほうがいいというふうに思うんですけど

も、その点についての御見解を伺いたいと思います。 

○宮川福祉保険部長寿社会課長 支援を受けたい方の手続につきましては、積雪寒冷の地域特性等

もありますことから、２か年度にわたる減免の対象者が多いものと認識をしております。 

 それに伴い、減免申請も年度ごとに行うこととなるため、利便性の向上や事務負担の軽減につい

て工夫の余地があるものと考えております。そのため、初年度の運用状況等も踏まえながら、御提

案の内容も含めて検討してまいります。 



- 448 - 

○中村のりゆき委員 これからは、やっぱり団塊の世代の方々、やっぱり、免許証返納というとこ

ろで、かなりの数、今現状よりも多くなってくると思うんですね。まだまだお元気な７０代の方は

いると思いますけど、それでも、やはり、ちょっと返納しようかなっていうふうになってくると、

かなり一気にその返納数も増えてくるんではないかなっていうふうに、それはもう想像できるの

で、運用状況を見るまでもなく、私は、もう変更するって判断したほうがいいんではないかなとい

うふうに思いますし、いずれにしても、初年度は減免なんですから、令和８年度予算としては全く

変更する必要もないというふうに思いますので、速やかな検討を行っていただきたいということを

申し上げて、この項目については終わりたいというふうに思います。 

 それでは、次に、いわゆるというか、新年度予算の中に特定健康診査及びがん検診の自己負担を

無料にすることが盛り込まれております。それで、この点について質問をしていきたいと思ってい

るんですが、私ども公明党といたしましても、受診率の向上の取組として、自己負担の無料化につ

いても質疑や予算要望を行ってまいりましたので、ようやく盛り込んでいただいたと、うれしく思

っているところでもございます。 

 特定健康診査とがん検診ということでは、福祉保険部と健康保健部に関係する事業ということに

なりますが、今回は、国保加入者の受診料の自己負担が無料になることに焦点を合わせた質疑を行

いたいと思いますので、福祉保険部に伺っていきたいと思います。 

 まずは、特定健康診査についてでありますけども、メタボ対策、生活習慣病の早期発見、医療費

の抑制、健康寿命の延伸を目的として、４０歳から７４歳までを対象として平成２０年度から実施

されておりますが、病気になってから治す医療というより、病気になる前に防ぐ予防医療へ転換す

る政策として導入できたものと認識しておりますが、まずは、特定健康診査に関わる新年度の予算

についてお伺いしたいと思います。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 令和８年度の特定健康診査等事業費の予算額でございます

が、令和８年度は、特定健診委託料のほか、受診券の作成及び発送費用、システムに関わる費用、

受診勧奨に必要な経費を含めまして、事業費総額１億８千２０８万９千円を計上してございます。 

○中村のりゆき委員 約１億８千万円余りの事業費ということなんですけども、平成２０年度の実

施年の受診率の目標値をちょっと確認すると、そのときは２５％になっていたんですが、実際は、

実績値は２０．５％ということで、まずまずの結果だったと思うんですね、２５％に対して２０．

５％ですから。 

 ただ、第１期特定健康診査等実施計画、これは５年間の計画なんですけども、最終年度、５か年

目の最終年度の平成２４年度の目標値が６５％というふうにしていたんですね。だから、かなりも

う、毎年、毎年大きく増やしていかなきゃならないっていう、そういう計画値になっていたんです

よね。で、結果はどうだったかっていうと、２４年度、２０．３％ということで、最初の年よりも

下がってしまっているという、そんなような状況ですよね。 

 制度導入時は、後期高齢者医療制度の支援金の加算、減算する仕組み、そういったもので、短期

間でやっぱり高い目標設定をしなければ、要するに減算されてしまうということですね。そういう

ような仕組みということでも、私たちも説明を受けておりました。ただし、実際には、実施率が全

国的に低いことや、制度が厳し過ぎるという、そういう批判もかなりありまして、実質加算、ペナ

ルティーは見送られてまいりました。 
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 本市の課題としては、受診率が上がらないということで、実施から１６年目の令和５年にようや

く３０％を超えたというところでございます。国保における受診率の目標値としては６０％という

ことになっていますので、約半分ぐらいということで、程遠いというふうにも思っておりますけど

も、全国平均だとか北海道平均と比較してどんな状況に、今、旭川があるのかということでお伺い

したいと思います。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 全国平均は令和５年度まで公表されておりますので、令和５

年度の状況で申し上げますと、本市の受診率が３１．２％であるのに対し、全国平均は３８．

２％、北海道平均が３０．６％でございます。北海道平均よりは上回っておりましたが、全国平均

よりは下回っているという状況になってございます。 

○中村のりゆき委員 全道平均を上回ったというのは、もうすごいことだなというふうに、私自身

もそこは拍手を送りたいなというふうに思いますけども、まだ、全国平均から比べればかなり下な

のかなというふうに思っております。 

 で、令和６年度から令和１１年度の第４期特定健康診査等実施計画と、もう第４期まで来ている

んですね、今はね。で、最終年度の令和１１年度には、やっぱり、受診率６０％に目標を本市も立

てているんですけども、これは達成可能だというふうに考えているのか、お伺いしたいと思いま

す。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 令和６年度の本市の受診率につきましては３０．７％でござ

います。現状を考えますと、目標の６０％というのは大変厳しい状況にある、このように考えてお

りますが、少しでも目標に近づけるように、今後、様々な施策を講じてまいりたい、このように考

えております。 

○中村のりゆき委員 今、第４期計画まで来ているんですけど、第１期計画の最終年度は６５％の

目標で、さっき言ったように２０．３％、第２期計画の最終年度は平成２９年なんですけども、目

標値６０％に対して実績は２３％、第３期計画は、令和５年度でしたけど、先ほどあったように、

ここは目標値は５０％にしているんですよね。６０％じゃなくて５０％。ちょっと現実を見て５

０％にしたのかなというふうに思うんですけど、それが３１．２％という実績値になっているんで

すけども、また振出しに戻るじゃないですけど、目標値を６０％に上げているんですよね。達成、

全くできていない。乖離率はすごいですよ。その中で、また６０％まで持ってきたって、これは、

ある程度、国が推奨するというか、国保の目標値としては６０％にしましょうって、そこを尊重す

れば、当然６０％にしなければならないという議論はあったとは思うんですけども、ただ、その前

の令和５年度の第３期計画は、目標値を５０％に下げているんですよね。だから、これは、そのと

き、そのときの部局の考え方なので、まあ、部長の考え方かもしれませんけども、なぜこういうふ

うな違いがあるのかなっていうのはとちょっと疑問に思っているんですが、そこは聞かないです。

取りあえず飛ばしていきますけど、本当に、だから、やっぱりかなりハードルの高い目標値の中

で、一度もその目標値に迫ることはなかったという現状はあるわけですよね。 

 それで、特定健診の未受診者の主な理由をどのように分析しているのか、伺いたいと思います

し、また、受診率の向上に向けて現在どのような対策を講じているのかについてもお伺いしたいと

思います。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 特定健診において受診しない理由といたしまして、令和８年
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２月９日に開催されました市町村連携会議におきまして―北海道が実施したアンケートがござい

ます。その中で、特定健診を受けていない理由で最も多かったのが、既に通院をしているというと

ころでございました。本市におきましても同様の理由で受診していない方というのが多いというふ

うに認識をしております。 

 また、受診率向上に向けましては、令和７年度において、ポスターですとか広報誌による呼びか

けのほか、タイプ別のはがきによる受診勧奨、それから、薬局での受診勧奨なども行っております

が、こうした継続した対応に加えまして、令和８年度においては、自己負担額の無料化、これを実

施してまいりたい、このように考えております。 

○中村のりゆき委員 未受診者の主な理由、今述べていただきましたけども、通院しているからと

いうことが北海道が実施したアンケート結果でも最も多かったという御答弁でした。確かに、通院

をしていれば、特定健康診査を受診するという必要性、なかなか感じない方のほうが多いのかなと

いうふうに思います、私も。 

 受診率の向上については、様々なアプローチの手法で受診勧奨を行っているという答弁をいただ

きましたけども、これまで、特定健康診査の受診料は、課税世帯が５００円と、非課税世帯が無料

でしたが、令和８年度から課税世帯も受診料を無料化することが盛り込まれたわけですが、自己負

担額を無料とする考え方及び判断と経緯、経過についても伺いたいと思います。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 自己負担額の無料化の経緯でございますが、これまで様々な

受診勧奨を行い、毎年、少しずつではございましたが、受診率は伸びている状況でございました。

令和６年度に前年度比で減少となりまして、これまでの受診勧奨の取組だけでは受診率向上は頭打

ちになるなというところがございまして、新たな受診率向上の取組の一つとして無料化というのを

考えたものでございます。また、令和８年度から子ども・子育て支援金制度というのが開始される

ことに伴いまして、被保険者の保険料負担が増えるということを踏まえ、被保険者の方が特定健診

等を受診する際の自己負担額の負担軽減を図りたいといった意図もあったところでございます。 

○中村のりゆき委員 受診率の伸びが頭打ちになっていることから、新たな取組として自己負担の

無料化を考えたことと、あと、今、子ども・子育て支援金制度が開始されるに伴って、被保険者の

負担が増えることへの対応策という意味合いもあるということだったのかなというふうに思いま

す。 

 それで、無料化に必要な事業費を伺いたいと思いますし、受診率の押し上げなどにどの程度効果

があると想定をしているのか、お伺いしたいと思います。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 令和８年度の予算におきましては、受診者数を１万４千人程

度と見込んでおりまして、全員が課税世帯であれば５００円の自己負担が無料化となりますので、

７００万円程度の事業費が増えるというふうに見込んでおります。 

 また、受診率の押し上げへの効果につきましては、受診率の目標値を具体的に何％とは申し上げ

られませんが、無償化によりまして、一定程度の受診率向上の効果があるというふうに期待をして

おります。 

○中村のりゆき委員 私も、今、担当部局から、個人資料で特定健診受診者数の推移というのをい

ただいているんですけども、大体１万４千人前後で推移をしているんですが、いわゆる課税者と非

課税者はどのぐらいの割合なのかなっていうことで、その数についてもいただきました。 
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 それで、課税者については８千人前後が受診をされている、非課税者については５千５００人前

後ということで、課税者のほうが特定健診を受けている人数が多いということなんですけども、じ

ゃあ、課税者の比率が国保の方で多いのかっていうと、そこもちょっと調べてもらったんですけど

も、令和７年の課税者、国保の課税者については、特定健診受診券を発券するっていうことで、そ

れで調べられるんですが、意外と２万６千２０人ということで５６％なんですね。非課税の方につ

いては２万４６１人ということで４４％なんですね、全体の。合計４万６千４８１人ということに

なりますけども、ですから、いわゆる課税者が圧倒的に多いわけじゃなくて、５６％ということ

で。そんな中で、課税者が特定健診を受けた人数、例えば、令和６年で言うと、７千９７２人、

で、非課税者は５千２７５人ということで、５ポイントぐらい課税者のほうが多いんですね。 

 ですから、これは比率で言うともっと多くなりますけども、そう考えると、課税者のほうが、そ

の意識、健康に対する意識っていうのが高いっていうこともこの数字を見ると言えるんですけど、

大体、これは令和２年から令和６年までの部分、実際に特定健診を受診した数の課税、非課税の数

を、全部、何％かって私も全部書き込んだんですけど、ほとんど傾向性は同じなんですね。大体同

じなんですよ。 

 ですから、いわゆる無料にしたときに、これは、やっぱり、課税世帯の方々は、ある程度、意識

を持って、健康に対する意識を持って特定健診を受けてきたっていうこともありますし、ですか

ら、アプローチとしては、そこをゼロにする、５００円をゼロにするっていうのは、かなり、これ

は効果があるのかなというふうに、私自身、この分析を見ると期待できる部分があるかなっていう

ふうに思っております。 

 で、特定健康診査の受診率の高い自治体、結構、私もいろいろ視察もさせていただきましたけど

も、やっぱり、この自己負担ゼロっていうふうにしている自治体が、結構、受診率が高いっていう

傾向がやっぱりあるんですよね。ですから、ようやくその仲間に旭川も入れたんだなっていうふう

に思っておりますけども、それで、受診料の自己負担が５００円から無料となると、この機会を最

大限生かしていくことが大切だと思いますが、インパクトのある積極的な周知が必要と考えますけ

ども、見解を伺いたいと思います。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 委員が御指摘のとおり、無料となるタイミングにおいては、

受診勧奨の絶好の機会だと、このように考えておりますので、広報誌への掲載や、タイプ別で出し

ます個別の勧奨はがきなど、無料ということを前面に出した受診勧奨方法の検討を行っていきたい

と考えております。また、旭川市医師会にも協力をお願いいたしまして、医療機関側からも積極的

に受診の声かけをしていただけるようにお願いしてまいりたい、このように考えてございます。 

○中村のりゆき委員 以前、室蘭市を視察させていただいたことがあるんですけども、そこも、無

料っていうかね、受診料の自己負担を無料にしているんですが、やはり、医療機関の協力っていう

のをすごい積極的にやっていたんですよね。それで、受診率を大きく伸ばしている。要するに、ふ

だんから病院に通っている人に対して、ドクターの理解を得られれば、いわゆる特定健診のメニュ

ーをちょっと追加して、これで出していいですかっていうふうに患者さんにお尋ねして、それで了

解を得られれば、それがもう特定健診を受診したことになるわけですよね。そういう連携が非常に

やっぱりうまくいっているというのを、もう１０年以上前に、私は、それ、視察したときにその話

を聞きました。室蘭市さんからですね。 
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 ですから、まさに、今回、旭川も無料化、受診料を無料化したことを契機として、ドクターも、

非課税なのか、非課税でないのか分からない、５００円かかるか、ゼロなのか分からないっていう

中で、お話しするっていうのも難しいわけですよね。だけど、今度はもうゼロですから、両方とも

ゼロですから、課税世帯も非課税世帯もゼロなので、ドクターのほうから、特定健診の枠組みでち

ょっと出させてもらってもいいですか、ゼロですから、かかりませんからっていうことで言えば、

保健指導も後でちゃんと丁寧に受けられるという、そういう機会もありますよとか、いいお話をし

ていただければ、そこは協力していただけるというふうに思いますし、そのドクターの、ちゃんと

報酬も、それは一定程度あるということも聞いていますので、特定健診にした際の手数料というこ

とでね、丸々やるのと比べると減額はされるというのも聞いていますけども、それでもちゃんと報

酬になるので、声かけはできるかなというふうに思うんですね。ですから、そういうふうにできる

チャンスが来たっていうふうに思いますので、ぜひとも、そこは、今、御答弁の中でも旭川市医師

会にも協力を求めるという答弁もありましたんで、ぜひ、そこは進めていただきたいというふうに

思います。 

 それでは、次に、がん検診についても受診料の自己負担額を無料とすることが盛り込まれており

ます。いわゆる国保加入者ということになりますけどね。国保加入者のみの話ですけども、その無

料とする考え方と判断、あと、経緯だとか経過についてもお伺いをしたいと思います。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 がん検診の無料化の経緯でございますが、いわゆるがんが旭

川市民の死亡原因の第１位となっておりまして、早期発見、早期治療が大変重要でございます。本

市のがん検診の受診率は低い状況にございますので、受診率向上のために、まずは、国民健康保険

加入者を無料にしようと考えたものでございます。 

 また、被用者保険に加入している方については、職場の定期的な健康診断等でレントゲンを撮り

ましたり、大腸がん検診をしたりといった機会があることも多いわけですが、退職後に国保に加入

する多くの方については、市が実施するがん検診しか受診の機会がないということもありますの

で、国保の被保険者には積極的に本市が実施しますがん検診を受診してもらいたいという考えで、

特定健診を無料にするタイミングに合わせまして、がん検診についても自己負担を無料化しようと

考えたものでございます。 

○中村のりゆき委員 ただいまがん検診の受診料の自己負担額を無料にする理由というか、経緯に

ついても述べていただきましたけども、英断をしていただいたなというふうに高く評価したいって

いうふうに思っております。 

 答弁の中でも、がん検診、受診率が決して旭川は高くないということもありましたけど、昨年の

決算特別委員会でも確認をさせていただきましたけど、女性の婦人科系の受診率は全道平均から比

べると高いんですけど、ほかの３大検診というか、肺、胃、大腸の検診についてはやっぱり全道よ

りも低い状況になっているということで、ここもやっぱり課題としてはあるわけですよね。やっぱ

り、早期発見、早期治療、自覚症状のある前に発見できれば、ほぼ助かる命というか、今はそんな

に怖くないよということも言えると思うんですね。静かなる臓器の膵臓だけは、なかなか、その発

見がどうしても遅くなるというようなことはあるみたいですけども、やはり、がん検診受診率を引

き上げていくということは、大切な旭川市民の命と健康を守っていくという、やっぱり行政の使命

としても大事な点だと思いますので、受診機会をやっぱりこうやって増やしていける方向に一歩進
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んだっていうのは評価できるかなというふうに思うんですけども、それで、無料化に必要な事業費

を伺うとともに、受診率の押し上げにどの程度効果があるのかについてもお伺いしたいと思いま

す。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 がん検診の無料化につきましては、自己負担相当分を国保特

会で支出するものですが、胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん、子宮がんの５種類でございまし

て、これの合計で約４９０万円、それから、あわせて、がん検診ではないんですが、ピロリ菌検査

の無料分、これで５０万円を見込んでいるところでございます。 

 無料化につきましては、本市の広報誌でもＰＲしてまいりますが、費用負担なく気軽に受診でき

るようになりますことから、特定健診と同様に、医療機関側からも国保の加入者の方々に声かけを

していただきたいと考えておりまして、受診率の目標値の具体的に何％とはちょっと申し上げにく

いのですが、こちらも一定程度の受診率の向上の効果がある、このように期待しているところでご

ざいます。 

○中村のりゆき委員 これも個人資料でちょっともらったんですけども、がん検診の自己負担分の

内訳というか、いわゆる国保加入者、そして被用者の方、あと、免除対象者とか、そういうふうに

ちょっと仕分したというものもちょっと作っていただいているんですけども、あと、胃、肺、大腸

のがん検診は４０歳以上が対象になりますよね。で、４０歳以上の対象者全体で言えば、１１万４

千６２９人いるんですけども、これ、令和６年度段階の資料なのでちょっと古いですけども、その

うち国保加入者が４万６千７３７人なんですね。ですから、約４割近くが国保加入者という、対象

者がですね、なっているということなんですね。 

 それで、ちょっと区分別にも実績を見ますと、令和６年度の部分で言うと、国保加入者ががん検

診を受けた人数が８千１２３人、その他被用者保険加入者は１万８千５８２人、あと、免除対象者

ってあるんですね。免除対象者の区分は、これ、６項目ぐらいに分かれているので、これは国保加

入者もその中には含まれてくるんですけど、７０歳以上の方は一応無料になりますのでね。そうい

った免除対象者が２万１千２０８人ということで、合計４万７千９１３人ということで、同じ人

が、やっぱり２回とか、別ながん検診も両方受けているとか、いろいろ重複もあるかもしれません

けど、この数を見る限り、やはり、国保加入者の、先ほども課税世帯と非課税世帯の分類というと

ころで、大体５６％と４４％、５６％が課税世帯ということでしたから、いわゆる非課税世帯の方

よりも健康意識が高いっていうのは、先ほど特定健診のときにも言わせていただきましたけども、

そうなると、今現在、国保加入者の８千１２３人というふうに分類になっているのは、これは、要

するに課税世帯の方なんですね。分類から言うと、間違いなく、これは課税世帯に当たるんですけ

ど、その対象者の方が、先ほどの特定健診のところで言うと、数字的に言うと２万６千２０人です

ね。令和７年度の段階では２万６千２０人ということがあるので、もう少し、ここも、がん検診に

ついても受診者が増えてくれるのかなというふうに期待できるのかなというふうに見ております。 

 それで、特定健康診査とがん検診のセット型健診ということも、受診率の向上ということで旭川

市としては取り組んできたと思うんですけども、両方が、今度、受診の個人負担が、自己負担が無

料ということになって、より有効に周知できるんではないかなというふうに考えるんですが、見解

をお伺いしたいと思います。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 地区センターなどで実施しております、いわゆるセット型健
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診でございます。 

 特定健診と同時に、胃がん、肺がん、大腸がんの各検診を併せて実施いたしますが、これらも一

緒に無料といたしますことで、６９歳以下の課税世帯の方であれば現在１千３００円ほど御負担を

いただいているところですが、これが、令和８年以降、無料となりますので、セット型健診の無料

化のＰＲも積極的に実施していくことで、特定健診とがん検診、両方の受診率の押し上げにつなが

る、このように考えているところでございます。 

○中村のりゆき委員 これまで、特定健康診査、また、がん検診の受診率のことについても見解を

伺ってきたところなんですけども、市民の健康のために、今回の無料化を機に受診率を大きく向上

させていただきたいなというふうに思っているところです。 

 健康保健部との連携というのは、当然、図っていかなければならないというふうに思っておりま

すが、今回の無料化というところを契機に成功をぜひともさせていただきたいということから、部

長のその決意についてもお伺いしたいなというふうに思っております。 

○高田福祉保険部保険制度担当部長 ただいまの特定健診とがん検診の受診率の向上に対する思い

ということでございますけども、私自身も決して他人ごとではないので、そういったことも含めて

述べさせていただきたいなと思っております。 

 この特定健診につきましては、生活習慣病予防のために、血圧やコレステロールなどの現状を知

ることで、早い段階で自分に合った食生活の改善などを行うことにより、将来の心疾患、脳疾患な

どの重篤な疾病を防ぐことができますし、がん検診につきましては、自覚症状がない段階での早期

発見、早期治療に結びつき、どちらも本市の健康寿命延伸につながる重要な事業でありますので、

多くの方にぜひ受診していただきたいと考えてございます。 

 しかし、本市の受診率は、先ほど来、指摘がありますように、特定健診、がん検診とも全国平均

と比較しますと低い状況が続いておりますことから、こうした状況を打開すべく、令和８年度から

国民健康保険被保険者の自己負担額を無料にするということを足がかりといたしまして、これまで

の受診勧奨の実施方法も見直し、医療機関の協力も仰ぎながら、受診率を、全国平均に追いつき、

それから追い越していくというつもりで大きく伸ばしていけるよう、積極的な受診勧奨に努めてま

いりたいと考えてございます。 

 そして、多くの市民が特定健診、がん検診を受診するようになって、振り返ってみたときにこの

令和８年度が転換期だったと言えるように、様々な取組を着実に進め、結果につなげてまいりたい

と考えてございます。 

○中村のりゆき委員 今、部長のほうから決意をいただきましたけども、本当に、令和８年度が転

換期、転換点だったんだっていうことを、本当に振り返ったらそういうふうに思えるような、そう

いう実績もしっかり上げられるようにしていきたいって、それは本当に大きな決意だと思いますの

で、しっかり、またそこは取り組んでいただきたいなというふうに思っております。 

 部長の、今、思いを聞きましたので、この項目については終わりたいというふうに思います。 

 それでは、次の項目なんですけども、病院事業会計についてお伺いをしたいというふうに思いま

す。 

 既に代表質問等々で病院事業のかなり厳しい財政状況ということでは御指摘のあったところでも

ありますし、答弁も一定程度あったわけなんですけども、この分科会においても、詳細について少
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しお伺いもさせていただければありがたいなというふうに思って、ちょっと聞かせていただきたい

と思っているんですけども、令和８年度予算案の概要ということで、特に、単年度収支について

は、８千８７７万１千円の資金不足、そして、年度末資金残高ということで言えば１５億６千３０

４万２千円のマイナスというふうになっております。 

 この数字については、予算書を、いつも、病院のほうからはペーパー１枚に落としていただい

て、入院患者数が何人を想定していますよとか、外来患者数を何人と想定していますよということ

で説明があるわけなんですけども、令和８年度予算については、入院患者を１千９５人増やす、さ

らには、外来患者を１千６４２人増やすっていう前提の数字になっているんですよね。 

 これまで、当初予算ベースで、その予算時の想定人数ですね、入院、外来の患者数、想定どおり

に伸ばせたことがあるのか、その点について、まずは伺いたいと思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 令和８年度病院事業会計予算では、年間の患者数を入院で１１万

３千１５０人、外来で２１万２千８０人と想定しております。年間患者数を当初予算と実績で比較

しますと、令和６年度までの直近５か年では、入院、外来ともに患者数の実績が当初予算を上回っ

たことはありませんでした。 

 この要因といたしましては、特に、コロナ禍において、患者数の予測が困難な中、ある程度、患

者数が回復するものと見込んで患者数を積算しましたが、患者数の戻りが想定よりも鈍く、結果と

して実績が予算を下回ったことが挙げられます。 

○中村のりゆき委員 特に、コロナ禍以降というか、そのあたりを御答弁いただいたと思うんです

けど、目標値に達したことはなかったっていう御答弁だったんですけど、私も、２２年間、議員を

やらせていただいて、病院事業会計の説明も聞かせていただいておるんですけども、患者数が予算

の想定を上回ったっていうことはほとんどないと思います。ただ、やっぱり、予算審査をする上

で、私は、この点はもう問題があるんではないかというふうに思っております。特に、資金収支が

マイナスとなっている現状ですから、より精度の高い予算提案をしていただかなければならないも

のというふうに思っております。 

 で、病院事業収益も５％伸ばして６億７千１６７万４千円を増やすという、そういう予算になっ

ているんですけども、診療報酬の引上げ分を反映したものなのかどうかについて、まずは、ちょっ

と伺いたいなと思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 病院事業収益のうち、医業収益につきましては、診療報酬の引上

げ分として、令和８年度改定率２．４１％のうち、薬価等マイナス改定の０．８７％を含めた１．

５４％を見込んでおり、額にして１億４千４６５万９千円を反映したものとなっております。その

ほか、医業外収益では、賃上げ・物価高騰対策などの国の支援金で４億９１２万５千円を見込んで

おり、病院事業収益全体としては、前年度と比較しまして６億７千１６７万４千円の増となってお

ります。 

○中村のりゆき委員 診療報酬の改定を反映させた予算であるということが分かりました。また、

医業外収益では、賃上げ・物価高対策などの国の支援金も約５億円見込んでいるということの説明

でございました。 

 それで、資金収支についてなんですけども、令和７年度末資金残高の見込みがどのようになって

いるのかを伺いたいと思いますし、令和７年度も含めて、直近５年間の年度末資金残高についても



- 456 - 

お示しをいただきたいと思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 年度末資金残高について、直近５年間の決算値で申し上げます

と、令和３年度は１６億７千１０５万９千６１１円、令和４年度は２０億６千８６０万５千３０６

円と、コロナに係る補助金の影響もあり、増加しておりましたが、令和５年度は１０億４千７８２

万７千６７９円と大幅な減少に転じ、令和６年度にはマイナス７億６９３万４千８１３円と、財政

健全化法で言う資金不足比率が算定され、令和７年度にはマイナス１４億７千４２７万１千円とな

る見込みであります。 

○中村のりゆき委員 今、御説明いただきましたけども、令和６年度には、年度末資金残高がマイ

ナスの領域に入ってしまい、資金不足比率が算定されることになるということだと思うんですけど

も、コロナ禍のときは、いろんな国の支援がありましたから、そこで資金収支はプラスになったん

ですけど、コロナに入る前の数年間はマイナスに転落していたんですよね。それで、医療従事者の

方々の賃金をカットするというところも踏み込んで収益の改善を図るというところで、病院として

もすごい御苦労をされたと思うんですよね。なかなか、やっぱり、人員の確保をするのに、賃金を

下げていますよ、来てくださいって、なかなかそこは難しいところですよね。だから、よっぽど本

当に思いがないと市立病院で働けないっていうところで言うと、市立病院を支えていただいている

医療従事者の方については、本当に感謝しかないのかなというふうに私も思っているところでござ

います。 

 それで、今、資金収支、残高っていうところで聞きましたけども、第４次中期経営計画を令和６

年度に改定をしておりますけども、令和７年度の決算見込みと比べて、単年度収支並びに年度末資

金残高がどのようになっているのか、その差異について御説明をいただきたいと思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 令和６年度に改定した第４次中期経営計画における単年度資金収

支及び年度末資金残高につきまして、令和７年度決算見込みと比較しますと、まず、単年度資金収

支では、令和７年度計画値はマイナス１０億８千９４７万９千円のところ、決算見込みではマイナ

ス７億６千７３３万６千円となり、年度末資金残高では、令和７年度計画値はマイナス１５億５千

６７７万８千円のところ、決算見込みではマイナス１４億７千４２７万１千円となっております。 

 差異が生じた要因といたしましては、患者数の伸び悩み、物価高騰や労務単価の増による委託料

の増や、人事院勧告による職員給与費の増が著しいものの、経営改善事業推進費１０億円の借入れ

により、一時的ではありますが、資金収支が改善したものであります。 

○中村のりゆき委員 見た目の資金収支残高については改善しているんだけども、今、御説明があ

ったように１０億円借りているわけですよね。その上で、かなり厳しい数字で、結局、年度末資金

残高、計画値は、令和７年度、１５億５千６７７万円のマイナスというふうに見込んでいたもの

が、決算見込みではマイナス１４億７千４２７万１千円ということですから、少し改善したように

見えますけども、これ、１０億円借りていてこれですから、１０億円借りなければ２４億円以上の

マイナス計上をしているということにもなってしまって、資金不足比率２０％を超える水準になる

と大変なところなわけですから、綱渡りの資金繰りが行われた状況になったんだなというふうに改

めて思うところです。 

 それで、令和７年度は、国の支援制度である経営改善推進事業債を１０億円調達した上でも単年

度収支は今厳しい数字だったわけですけども、令和８年度の予算では、経営改善推進事業債を幾ら



- 457 - 

借りる計画となっているのか、また、借入れの上限額は幾らに設定をされているのか、確認をさせ

ていただきたいと思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 令和８年度予算における経営改善推進事業債の借入れ予定額につ

きましては、５億円を計上しております。また、借入れの上限額につきましては、令和７年度に借

り入れる１０億円を含め、２１億２千８００万円となっております。 

○中村のりゆき委員 令和８年度は５億円を計上しているという御答弁をいただきました。それで

も、令和８年度末の資金収支残高は１５億６千３０４万２千円のマイナスということになります。 

 で、上限額については、経営改善推進事業債の上限額が２１億２千８００万円というふうに今言

っていただきましたので、令和８年、５億円使った後、残りが６億２千８００万円ということにな

ると思います。これをまた令和８年度中に使わなきゃならない状況にならないようにやっぱりしな

ければならないのかなというふうに、そこは指摘だけさせていただきます。 

 で、我が会派の中野議員の代表質問でも確認をされておりますが、一般会計からの繰入金につい

ては、国の繰り出し基準に基づく経費が原則との答弁もあったわけですが、一般会計から繰入れを

している負担金と補助金を合わせた１９億４千８９２万８千円について、詳細についてお伺いをし

たいと思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 病院事業収益における負担金及び補助金につきまして、項目ごと

に申し上げますと、企業債償還利息として１千６３４万１千円、救急医療、小児１次救急に関する

経費として７千２５万円、夜間急病センターなどに関する経費として１億４千８１２万６千円、精

神医療、小児医療、感染症関係などの不採算医療、放射線治療関係など高度特殊医療に関する経費

として５億４千３２８万３千円、院内保育所に関する経費として３千６２万１千円、江丹別診療所

に関する経費として８１２万４千円など、合計１０億４千７３６万９千円となっております。ま

た、資本的収入における負担金では、医療機器の購入等に要した企業債の償還元金分などで９億１

５５万９千円となっており、繰入金の合計額は１９億４千８９２万８千円となっております。 

○中村のりゆき委員 一般会計から繰入れできる負担金、補助金について、今、御説明いただいた

わけですけども、特に不採算医療というところで言うと、御説明があったように、精神医療、小児

医療、感染症関係などの不採算医療ということで、それと併せて、放射線治療関係などの高度特殊

医療、高度特殊医療についてもこれは繰入れを受けられるということになっているという御説明を

いただきましたけども、それを合わせると、その部分だけで言うと、５億４千３２８万３千円を受

けているんだということでした。そのほか、繰り返しませんけども、全部合わせると１９億４千８

９２万８千円ということになっているという、そういう説明をいただいたわけですけども、今お話

しいただいた精神医療、小児医療、感染症関係などの不採算医療については、一般会計からの繰入

れで賄えるという御説明なんですけども、いわゆる損失分については全てを見ていただける、繰出

金で見ていただけることができる仕組みになっているかどうか、このことについて確認をしたいと

思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 先ほど申し上げました精神医療、小児医療、感染症関係などの不

採算医療につきましては、どの事業においても収入と支出の差額分のほぼ全てを繰入金として充当

しております。仮に年度の途中で不足が見込まれる場合には、補正予算を計上した上で繰り入れて

いるところでございます。 
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○中村のりゆき委員 今、答弁いただきましたように、不採算医療については、損失が出ても全額

繰入れできる仕組みになっているということで、不足が出れば補正予算を組んででも対応するとい

うことも答えていただきました。 

 よく公立病院を評価する際、一般的には不採算医療の診療科があるから赤字になってもやむを得

ないっていう、そういうような話って、よく一般論として聞くわけですけども、実際には不採算医

療の診療科の赤字分は、全額、一般会計から繰入れですから、収支均衡なわけですよね。赤字とは

全く関係ないという、今、話だというふうに思います。ですから、赤字を出している要因は不採算

医療以外の診療科にあるということになります。 

 昨年の決算議会の中でも確認いたしましたが、令和６年１月から全国の病院データを分析するコ

ンサルタントとの契約を結んでおりまして、救急患者の受入れ強化を行ってきたという答弁もいた

だいておりますが、市民からも支持を受けられるような診療科をやはり再編していかなければなら

ないものだというふうに思っております。結局、市民に受診していただかなければ赤字になってし

まうという、そういうことになりますんで、そこは、しっかり行っていただきたいなというふうに

思っております。 

 さきの補正予算においても、１０６床の入院病床削減をして約２億９千万円の収益を確保したと

いうふうに思いますけども、今後も病床数を削減していく計画というのはあるのかどうか、この点

についてお伺いしたいと思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 当院の許可病床数は、今定例会の条例改正により１０６床削減

し、これに伴い、令和８年度予算において、国の病床数適正化支援事業による支援金２億８千７２

８万円を医業外収益として見込んでおります。 

 削減病床数は、休床している７２床に加え、稼働している病床３４床で、この稼働病床分は、最

近の当院の病床利用率から削減しても診療に影響が出ない病床数として算出したものであります。

このことから、現状では、削減後の３６５床が当院における適正な病床数であると捉えておりまし

て、当面は３６５床で運用していくことを想定しております。 

○中村のりゆき委員 病床数が適正な水準であるということを御答弁いただいたというふうに思い

ます。 

 また、病床数の削減による国の支援金ですけども、２億８千７２８万円、この医業外収益は令和

８年度の医業外収益というふうに確認をさせていただきました。 

 ちなみに、令和８年度の病床利用率が、こういう削減をして３６５床になったわけですけども、

病床利用率は何％ぐらいというふうに想定をしているのか。また、病床数削減に伴い、看護師の削

減ということも着手されていると思いますけども、令和７年度、８年度にまたがっているかもしれ

ませんが、その削減状況がどういうふうになっているのか、お伺いしたいと思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 令和８年度予算における１日当たりの患者数は３１０人を予定し

ておりまして、病床利用率に直しますと８４．９％と見込んでおります。 

 また、１病棟削減に伴う看護師の削減人数につきましては、２４人を見込んでおりまして、看護

師の採用数を抑えることにより、令和８年度において１７人、令和９年度において７人削減する予

定となっております。 

○中村のりゆき委員 病床利用率８４．９％、これは、予算の、先ほどの入院患者数が何人になる
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かっていうことを、それで分母、分子っていうところになると思うんですけども、８４．９％であ

ればかなり高い病床利用率になりますよね。ですから、ぜひともこれは達成をしていただきたいな

というふうに思っております。 

 また、看護師の数も、今言った削減計画があるんだなということで確認をさせていただきまし

た。１対７看護っていうかね、そういうようなところで、やっぱり診療報酬の部分も違ってくると

いうところで、今までは、病床数が多いので、看護師もある程度上振れっていうか、していた部分

があると思うんですけども、病床数の削減に伴って、そこも２４人を削減するという計画になって

いるという御説明、令和８年度と９年度で削減をするということでございました。 

 それで、ちょっと視点を変えてお伺いをしていきたいと思うんですけども、市立旭川病院が３０

年ほど前に増改築工事ということで行われたわけなんですけども、その際の入院病床が何床あっ

て、その後、どのように推移をしてきたのかについて、今、３６５床になっているんでしょうけ

ど、お伺いをしたいと思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 当院の入院病棟は、平成７年１２月に供用を開始しており、当時

の病床数は６１２床でありました。その後、平成１１年４月に５９２床、平成１７年４月に５８８

床、平成２１年４月に５６３床、平成２７年３月に５０２床、平成２８年６月に４７８床と徐々に

減少しておりますが、減少の理由としては、主に在院日数の減少などに合わせた病棟構成の実現

や、病床利用率の低下に伴う病棟再編成によるものでありました。 

 その後、令和３年１２月には、感染症病床を３床増床したことで４８１床となりましたが、令和

７年９月には、当初に病床数適正化支援事業の対象となった１０床分を削減したことにより４７１

床に、そして、今定例会における病床削減により３６５床となったという経過であります。 

○中村のりゆき委員 急性期病院ということもあって、在院日数が減少、これは国のほうで定めら

れた形に合わせなきゃならないということで、結局、入院患者も、これ、確保するのが非常に難し

くなってくるという、そういう環境になったということですね。そういう説明も一部あったと思う

んですけども、６１２床あった、最初、出だしは６１２床だったんですけども、段階的に減ってき

て、今回の定例会で削減提案になって３６５床ということで、約半分ぐらいになってしまったのか

なというふうに思います。 

 そう考えますと、現在の病棟で、空きスペース、いわゆる余裕というか、そういったものもある

のかなというふうに思うので伺いますけども、現状、病棟の状況というか、どうなっているのか、

お伺いしたいと思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 当院において現在閉鎖している病棟は西６階病棟であります。西

６階病棟は、コロナが流行した際には臨時的にコロナ患者専用の入院病床及び発熱外来として使用

した経過がありましたが、コロナが５類感染症となった現在は、ベッドやマット、患者がベッドサ

イドで使用するテレビ、冷蔵庫、ロッカーを備えたいわゆる床頭台、点滴用キャスター、車椅子な

ど、患者が入院生活を送る上で必要な備品等を保管するスペースとして使用しております。 

 今回の病床削減で、新たに東７階病棟を閉鎖することになりますが、こちらについては、各診療

科の処置及び治療室や会議室などとして活用する予定であります。 

○中村のりゆき委員 今、空きスペースというところで言うと、備品庫になったりとか、いろいろ

利用もしてきているということも御説明いただいたんですけども、私もちょっと資料でいただいて
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いるんですが、市立旭川病院の病棟使用状況ということで、閉鎖されているのは東７階と西６階で

すね、令和８年３月時点でですね。 

 そういうふうに考えますと、今、御説明はいただいたんですが、病床数が大きく減っている割に

は病棟数があまり減っていないというふうに思うんですけども、その理由についてお伺いしたいと

思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 入院病棟は、ＩＣＵ、ＣＣＵ、精神科病棟や感染症病棟を含め、

平成７年１２月の供用当初には１４病棟ありましたが、整形外科の入院休止や病棟の廃止・再編な

どを経て、新年度からは１０病棟での運用となります。 

 病床数の減少と比較して病棟数が減っていないのは、病棟再編時において、患者のプライバシー

の確保や快適性、利便性の向上、感染症への感染リスクの低減などの理由から、例えば、６人部屋

を４人部屋にするなど、多床室を少人数室に転換したり、個室を増やすなどを行った経過があり、

このことにより１病棟当たりの病床数が減少しているためであると認識しております。 

○中村のりゆき委員 １４病棟から１０病棟になるということですけども、病床数の減少と比較し

て病棟数が減っていない理由についても答弁していただきましたが、多床室を少人数室に転換した

り個室を増やしていることも理由に挙げられました。 

 この説明を受けて、やっぱり、２つの見方があるかなというふうに思うんですけども、一つは、

人件費にも配慮した効率のよい運営ができるように病棟数を減らすという考え方、もう一つは、患

者さんに少しでも快適に入院していただくためのプライバシーに配慮した、ゆとりのある病室にす

るという点です。 

 現在は、考え方としては、後段の考え方を採用しているのかなっていう、説明からすると、そう

いうふうに思うんですけども、快適な入院環境をやっぱり患者さんに与えていきたいんだというこ

とだと思うんですけども、そうであれば、やはり、旭川市民に対しても、この点はアピールしてい

ける部分だと思うんですよね。やはり、一度、例えば、市立旭川病院に入院して、過去に入院した

ことがある市民の皆さん、いやいや、６人部屋だったわというような、いや、ちょっとうるさくて

さみたいな、そういうような印象をお持ちの方も中にはいるかもしれませんけども、その多床室

が、もう、結構、やっぱり少人数に変わったりとか、個室が多くなっていたりとか、ある意味、入

院しても快適な環境、いわゆるプライバシーに配慮された形でのそういう入院生活というか、送る

ことが可能になっているんだっていうのは、あまり、ちょっと聞こえてきていないんですよね。で

すから、市民のために、よりそういうプライバシーに配慮した病棟づくりに努力していますよっ

て、何かホームページやなんかでもアピールするっていうことは、私はあってもいいのかなという

ふうには思うんですよね。でも、やっぱり、前段の効率のいい運営ということも、そこもやっぱり

考えていかなきゃならない。やっぱり、経営をしていかなきゃならないので、したら、全部個室に

すればいいのかといったって、そんなことにはならないですよね。ですから、やっぱり、この両面

のバランスをよく検討して、最適解を導き出していくことが必要だというふうに思うので、この点

は、病院内でもよく検討を今後していただきたいなというふうに思います。 

 いずれにしましても、空き病棟の利活用については、私は、やっぱりもう検討する段階になって

いるんじゃないかなっていうふうに思っております。公立病院の赤字経営のケースっていうのは、

やっぱり、大変、これは多いんですけども、総務省が経営改善の事例集ということも紹介をされて
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おります。で、医療連携の福祉施設や不動産施設の一部賃貸による有効活用ということで、経営改

善の取組としても紹介されておりますし、また、旭川医大だとか留萌市立病院、近い病院ですけど

も、ここではクラウドファンディングをやっているんですよね。救急車両をそれで確保したりとか

ですね。 

 ですから、なかなか、やっぱり、財源を確保するのは難しい分野ってあると思うんですね。そこ

を何とか、市民の皆さん、応援してくださいとかですね。もちろん、旭川出身で全国で活躍をされ

ているような方ももちろんおりますので、そういった方々が目にしたときに、いや、絶対、これ、

旭川の市立病院、守っていかなきゃならないっていうふうに思っていただけるような、そういうよ

うな取組としては、やっぱり、クラウドファンディングっていうことも一つの手法だというふうに

思います。 

 あと、ふるさと納税も、この市立旭川病院についても、やっぱり、メニューには入っているとい

うことも伺っております。その収入は、実際に入ってくる部分としては２千５００万円ぐらいかな

っていうふうにも聞いておりますけども、やはり、そこも増やしていくっていう、もう少し目立た

せるというか、市長部局ともやっぱり連携しながら、さっきの繰出金っていうのは、もう要するに

決まったものしか出せないんですよ。赤字だからどんどん繰り出ししていいっていう話じゃないの

で、やっぱり国で定められた内容の支援しかできないということになっていますよね。であるなら

ば、クラウドファンディングだとか、ふるさと納税とか、自主財源的な形でやっぱり利用できるよ

うな形、また、歳入的に収入増というかね、なるような部分で検討していくということがあっても

いいのかなというふうに思っております。 

 今は一刻の猶予もない状況だというふうに私も思っていますし、当然、職員の皆様、管理者を含

めて、職員の皆様方もそういう思いというのは、私以上に強いのかなというふうに思います。当

然、本来の医業収益の改善には、最大限、取り組んでいただきたいということは言うまでもありま

せんけども、ありとあらゆる収入増についてもチャレンジしていく必要があると思いますので、ぜ

ひとも、これは管理者から御答弁をいただければというふうに思います。 

○石井病院事業管理者 当院の経営状況は非常に厳しく、様々な経営改善策を講じる必要がある中

において、限られた資産を有効に活用し、病院経営の改善につなげていく視点は重要であると認識

しております。 

 一方で、近年の感染症の拡大や災害時においては、急激な医療需要の増加に対応するための病床

確保が求められるため、平時において院内に緊急活用できるスペースを保有しておくことも、地域

医療を守るためには必要な視点であると考えております。このことから、空き病棟の利用について

は、経営改善や今後の医療需要、さらには、患者サービス、職員の働きやすさなども考え合わせな

がら、慎重に検討を進めてまいります。 

 また、そのほかの財源確保の手法につきましても非常に重要であると考えております。ほかの公

立病院の取組状況なども参考に進めてまいりたいと考えております。 

 いずれにいたしましても、当院が地域に必要な医療を将来にわたって提供できるよう、安定的な

病院運営の在り方について、引き続き検討してまいります。 

○中村のりゆき委員 今、管理者のほうからも御答弁いただきましたけども、平時と、やっぱり災

害、緊急時ですね。その対応というのは、確かに必要なことだなというふうに私も思います。やっ
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ぱり、新型コロナウイルス感染症が発生して、感染症対応で一番活躍したのは間違いなく市立病院

ですよね。ほかの、やっぱり、５大病院が旭川はありますけども、そこで、やはり、この市立病院

の存在がなければ、本当になかなか対応というのが難しかったなというのは、私自身もそれは実感

として持っていますので、そういった際に、したら、空き病床としてすぐ使えるようにしなければ

ならないんでないかって、そこも確かに考えなければならない部分ではあるかなとは思うんですけ

ども、ただ、そうは言っても、やっぱり、今のこの財政状況を考えると、今そこを前面に出して言

っちゃうと、なかなか再建策というところが見いだせなくなってしまうというのもやっぱりあると

思うんですね。 

 ただ、やっぱり、今の要素、その緊急時の対応をするところの要素、ここは残すんだっていうそ

こを考えた上で、あとは、ちょっと利活用していこうという、そういうような切り分け、立て分け

をしながら、ぜひとも、市立病院を再建できるように、また、管理者のほうの指導の下、頑張って

いただきたいことをお願い申し上げたいなというふうに思っております。 

 そろそろ、何か、多分、黙祷の時間帯に入ってくると思いますので、ここで、一旦、終わらせて

いただきます。 

○塩尻委員長 それでは、黙祷のため、暫時休憩いたします。 

休憩 午後２時４４分 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後３時２０分 

○塩尻委員長 再開いたします。 

 御質疑願います。 

○中村のりゆき委員 それでは、先ほどに引き続きまして、あと１項目の質問をさせていただきた

いと思っております。 

 町内会を支援する制度が旭川市では各部局に分かれて存在しているものですから、この部局にと

いうよりは、市民生活部とここでは環境部になるのかなと思うのですけども、町内会を支援してい

る制度について確認をさせていただきたいと思いますし、新たに支援制度についても御提案させて

いただければというふうに思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 近年、町内会の加入率はかなり厳しいというのは議会でも何度となく取り上げられてきたところ

でありますので、その認識はここにいる全ての人はもう持っているかなというふうに思っていると

ころです。特に、役員の高齢化が進んでいくのと同時に、成り手不足ということで、町内会自体を

維持することがなかなか難しく、町内会を解散するというような話も聞くわけです。 

 ですから、地域コミュニティーをどう守っていくかということは行政としても真剣に考えていか

なければならない問題点だというふうに思っていますので、そうした視点も踏まえながら質問して

いきたいと思っております。 

 まずは、町内会の加入率の推移についてですけども、２０年前、１０年前、そして、今、どのよ

うになっているのか、お伺いをしたいと思います。 

○平島市民生活部地域活動推進課主幹 町内会の加入率の推移についてですが、２０年前の平成１

７年度の加入率は６６．９％、１０年前の平成２７年度では５９．４％、そして、直近の令和７年

度では５３．３％となっており、２０年前との比較では１３．６ポイント、１０年前との比較では
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６．１ポイント低下している状況にあります。 

○中村のりゆき委員 ２０年前は３分の２は加入しており、６６．９％ということですけども、１

０年前はそこから７．５ポイント下がって５９．４％、さらに、平成２７年から６．１ポイント低

下して５３．３％ということで、今、２人に１人を何とか守っているというか、クリアしていると

いうか、町内会に入っていただいているという状況ですが、逆に言えば２人に１人は町内会に入っ

ていないというような状況ですよね。だから、３人に２人入っていたところが今は２人に１人とい

うことで、右肩下がりの状況になってきているので、ここをどう維持していくかというのが課題か

なと思います。 

 現在、町内会加入率が低下していることに対する認識とどんな取組を行っているのか、加入率上

昇に向けた取組についてもお伺いしたいと思います。 

○佐々木市民生活部次長 町内会は、地域を支える最も身近なコミュニティーであります。 

 町内会加入率の低下は、連帯感の希薄化など、地域力が低下し、安心、安全な市民生活に大きな

影響を与える課題であると認識しております。 

 町内会の活動が維持されて持続されるよう、これまで、町内会等が主体的に取り組む活動に対す

る補助や加入促進のための啓発活動のほか、町内会業務の効率化や負担軽減に活用可能なくらしの

アプリの運用などの取組を行ってきたところでございます。 

○中村のりゆき委員 様々な支援をしてきた、また、最近のくらしのアプリを活用しての取組につ

いても、今、御答弁をいただいたところであります。 

 それで、町内会の加入率がだんだん低下したことに伴って、町内会としての資金繰りもなかなか

厳しい状況があろうかというふうに思うんですけども、その点についての御見解があればいただき

たいと思います。 

○佐々木市民生活部次長 町内会費は、街路灯の維持管理やごみステーションの管理、清掃といっ

た生活環境を整える活動に加え、会員同士の交流など、親睦事業といった住民の皆様の快適で安心

な生活を支えるための重要な財源でございます。町内会へ加入する会員数が減少することでこうし

た活動に充てられる会費収入も減少するものと考えられます。 

○中村のりゆき委員 実際に３分の２の人が会員になっているのが２分の１になると、町内会費も

かなり減少するということで、やっぱり大変かなというふうに思います。 

 コロナ禍のときは、人と会わないという訴えもありましたし、そういう行動規範になっていたの

で、もちろん町内会費は入ってくるけど、事業が行えないので、その期間は事業費が潤沢にあった

と思うのです。ただ、今はもうコロナ禍も明けて様々な事業を町内会でもやるようになってきまし

たので、そうなると支出が大変だというような声も聞くわけです。 

 そこで、町内会活動を支援する補助金の制度について伺いたいと思うんですけど、まず、市民生

活部に各制度の予算額と制度の始まり年度等々の内容についてお伺いしたいと思います。 

○佐々木市民生活部次長 市民生活部が所管しております町内会等への補助金についてでございま

す。 

 まず初めに、町内会等活性化事業補助金でございます。 

 これは、地域力の向上と地域主体のまちづくりを推進するため、町内会や自治会が主体となって

取り組む組織力の強化や地域の課題解決、地域住民相互の交流促進等の活動に対して１０万円を限
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度として補助するもので、令和元年度から実施しており、令和８年度予算では１５０万円を計上し

ているところでございます。 

 次に、旭川市地域会館建設費等補助金でございます。 

 これは、地域の住民組織活動などの住民の主体性を高める活動の用に供する会館や集会所などを

設置する団体に対し、会館等の新築や増改築、修繕などに対して補助するもので、昭和４３年度か

ら実施しており、令和８年度予算では９２０万９千円を計上しております。 

 次に、コミュニティ助成事業補助金ですが、これは、一般財団法人自治総合センターの助成を活

用しまして、町内会などのコミュニティー活動に必要な備品や集会施設の整備などに対して補助を

行うものであり、開始時期については不明ですが、令和８年度につきましては２５０万円の予算を

計上しているところでございます。 

○中村のりゆき委員 今、市民生活部には３つの事業があるとの御説明をいただきましたけども、

町内会等活性化事業補助金については令和元年度からということで、割と最近の事業ですよね。予

算規模もあまり大きくなく、１５０万円ということなんですが、そうはいっても、１町内会への支

援の上限額が１０万円ですから、割と大きな支援をしているのかなというふうに思ってお伺いして

おりました。 

 旭川市地域会館建設費等補助金ですが、制度にはいろいろと変遷があるというのは私も長くいる

ので、それは知っているんですけども、昭和４３年から始まっているものだということで、最近で

は解体費用にも使えるようになっているということで、地域の町内会館もかなり老朽化してきてい

ますので、解体費用も結構高額になっているんですよね。解体費として上限額２００万円まで使え

る制度になっていると承知していますけども、そのような補助メニューで支援をしてきているとの

ことです。 

 もう一つのコミュニティ助成事業補助金については、市民生活部が一応は窓口になっているのだ

けども、各部局の事業で採択されるかどうかは総合政策部が判断するというふうにもお伺いしてお

りますので、市民生活部だけの制度ではないと理解したいと思っております。 

 それで、町内会に対する支援ということで、環境部でも支援メニューを持っていると思うんで

す。再生資源回収奨励金という制度だと思いますけども、その制度はいつから開始した事業で、ま

た、新年度の予算はどういうふうになっているのか、お伺いをしたいと思います。 

○佐藤環境部廃棄物政策課長 お尋ねのございました奨励金に関わります再生資源回収促進費につ

きましては、ごみの減量と資源の再利用を促進するため、市民の自主的な資源回収の取組が安定的

に行われるよう、町内会やＰＴＡなどの団体が実施する資源回収活動に対して奨励金を交付するも

ので、平成１０年度から実施をしております。 

 令和８年度予算につきましては、事業費合計が２千８万１千円でありまして、内訳としまして

は、団体に交付する奨励金が１千９２５万１千円、交付事務に従事する会計年度任用職員の給料等

が４３万６千円、消耗印刷費や通信運搬費等の事務経費が３９万４千円となっております。 

○中村のりゆき委員 大変ありがたい制度を平成１０年度からつくっていただいたんだなとお伺い

をしました。事業費も２千万円近くあるということで、ありがたいなと私も思う制度であります。 

 私も町内会役員を何十年かやらせていただいておりますが、資源回収の制度により、３万円、４

万円ぐらいの支援をいただいていて、町内会の決算のときの資料を見るとそういうふうになってい



- 465 - 

ますので、ありがたいなと思っています。 

 その再生資源回収奨励金の交付金や回収量について、過去５年間の推移がどういうふうになって

いるのか、お伺いしたいと思います。 

○佐藤環境部廃棄物政策課長 再生資源回収奨励金の過去５年間の推移でありますが、令和２年度

は、申請団体数が９２０団体、再生資源回収量が８千３０１トンで、奨励金の交付総額は２千９０

５万６千３００円でありましたが、その後、申請団体数と回収量が年々減少してきているため、奨

励金の交付総額も減少傾向にあり、令和６年度につきましては、申請団体数が８７０団体、再生資

源回収量が６千３００トンで、奨励金の交付総額は２千２０２万４千１００円となっており、回収

量と奨励金の交付総額はいずれも令和２年度比で約７６％に減少しております。 

○中村のりゆき委員 今、過去５年間の実績、推移をお伺いしたところですけども、年々、回収量

と奨励金の金額が減少しているという御答弁をいただきました。 

 令和６年度は令和２年度比で７６％まで減っていて、２４％減になっているということなんです

けども、個人資料もいただいていて、奨励金の申請団体数を見ますと、令和２年度が９２０団体あ

ったのですけども、令和６年度は８７０団体ということで、５０団体減っているんですよね。 

 これは、町内会の役員の成り手というか、確保が厳しくなれば、回収をお手伝いするんですよ

ね。私も町内会役員を２０年以上やっていますけど、再生資源回収のときに回収車の周りを一緒に

歩いて積み込む作業があって、うちの町内会では２か月に１回やるのです。しかし、そういうこと

をやれない町内会が出てきているということなのかなと思うんですね。申請団体数もだんだん減っ

てきていて、回収量もかなり減っているのだということでした。 

 さらには、奨励金の単価が平成３０年に改定されていると思うんですが、紙類の単価が４円から

３円５０銭に減額となったところからも、やっぱり、奨励金の交付金額に影響が大きかったのかな

と。奨励金の占めている割合では紙類が一番大きいですからね。平成３０年に瓶、布の単価を４円

から５円に上げているんだけど、それはほんの僅かっていうこともあって、総体的な奨励金につい

てはやっぱりマイナス傾向と。そして、今は新聞を取らない家庭も増えてきていますので、そうい

ったことから回収しようがないということも影響しているのかなというふうに思っております。 

 それで、再生資源回収とはまた別で、環境部の町内会に対する支援ということで言いますと、ご

みステーションに使用するネットの貸出し制度を行っていると思うんですけども、その貸出し状況

についてお伺いしたいというふうに思います。 

○笠井クリーンセンター所長 ごみステーションに使用するネットの貸出しにつきましては、ごみ

の散乱防止やカラス対策など、ごみステーションにおける清潔保持を目的に実施しており、令和８

年１月末の貸出し状況としましては、５２１町内会のほか、集合住宅など、１０７か所に２千８３

枚を貸し出しておりますが、貸出し可能なネットの在庫が約３０枚程度しかないことから、返却さ

れたものを必要に応じて補修等を行い、再度使用が可能なものについて貸出しを行っている状況に

あります。 

○中村のりゆき委員 ２千８３枚を貸出ししているけども、今は在庫が３０枚しかないということ

で、大変厳しいですよね。 

 聞くところによると、２年前からゼロ予算だったと。それまでは、ネットを整備するというか、

新調する予算がついていたんですけど、それも年々減額となっていき、最後は予算がゼロになった
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と。ですから、貸し出していたものを回収し、それを補修して、また貸出しするという御苦労をさ

れているということもお伺いしているところです。 

 今、多くの町内会ではごみステーションに大型の回収ボックスを設置するところが増えていると

思うんですが、カラスなどがごみをあさる行為を防ぐなど、衛生的環境を維持することにも貢献し

ているというふうに思います。 

 これらを含め、旭川市内のごみステーションの種類とか概要など、設置数の状況についてお伺い

したいと思います。 

○笠井クリーンセンター所長 本市内のごみステーションの主な種類とその設置状況につきまして

は、令和８年１月末現在で、鉄製のかごによるものが８千９４６か所、本市で貸出しを行っている

アルミ複合板のサークル型のものが３６５か所、木製の箱型のものが２２３か所、このほか、建物

内などに設けられたもの、枠のみのもの、物置型のものなどを合計しまして１万１３０か所となっ

ております。 

○中村のりゆき委員 １万１３０か所のごみステーションがあり、鉄製のかごによるものも今はか

なり増えているという御答弁もいただきました。ただ、これも更新をしていかなければならないで

しょうし、大きさだとかも含め、全てこれでもういいんだということではないと思うのです。 

 私もいろんな町内会の方から御相談をいただくのですけども、鉄製のかごは買うとなるとかなり

高額なんですよね。今は物価高ですから、鉄骨鋼材が値上がりしていることもあって、販売価格が

５割増しぐらいで厳しいんだという声も聞いているところです。 

 それで、調べてみると、札幌市や北広島市など、多くの自治体で機材購入の補助を行っておりま

すが、本市は、先ほども言ったように、飛散防止ネットの貸出しだけなんです。本市も他の自治体

と同じように機材購入の補助を検討する必要があるというふうに思うんですけども、見解を伺いた

いと思います。 

○笠井クリーンセンター所長 ごみステーションは市民生活に不可欠な重要インフラであり、委員

の御指摘のとおり、昨今の加入率の低下や物価高騰などの影響により、町内会の皆様に設置や更新

に多くの御負担をいただいている状況の中、その設置や管理に対する支援の重要性は認識しており

ます。 

 設置されているごみステーションの多くは、先ほどの答弁のとおり、固定式である鉄かごのもの

となっておりますが、それらの中には、市有地の確保や道路通行への支障など、設置場所に関する

法的な課題を抱えているものも多くございます。 

 そのため、本市では、ネットやサークル型ステーションといったごみ収集後に撤去が可能な可搬

型の飛散防止機材の貸出しを行っているところでありますが、町内会加入率が低下する状況も踏ま

えながら、今後も、引き続き、既存ステーションが抱える課題や公平性の確保など、様々な視点か

ら、適正なごみの排出、収集や、清潔保持に支障が出ないよう、関係部局や機関と連携し、他都市

等の事例なども参考にしながら、ごみステーションに関する町内会への支援の在り方について検討

してまいります。 

○中村のりゆき委員 今、御答弁をいただいたように、市有地の確保や道路通行への支障など、設

置場所に関する法的な課題を抱えるものもあるとおっしゃられましたけども、現実にあると思うん

ですよね。ごみステーションは私有地に設置するのが望ましいと思うんですけど、道路にはみ出し
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たりもしています。そうなると、旭川では除雪通作業もありますので、支障を来すというようなこ

ともあります。それで、撤去してくれとなると、今度はごみステーションをどこへ置いたらいいん

だという話になるので、堂々巡りの部分もあると思うんです。 

 この課題について、札幌では、道路に設置しちゃ駄目ですよ、鉄製のかごは私有地に設置してく

ださいとしています。当たり前の話なんだけど、こう言えるのは補助メニューを持っているという

強みがあるからです。そして、補助金を支給するに当たって、ちゃんと私有地に設置するかどうか

を確認しているのです。 

 ですから、違反の設置場所というのはある意味なくせるわけですよね。違反となるような場所に

しか置けないとなると、簡易なものを設置するようなものに対して助成をするのです。段階分けを

して、大きなものについては結構な補助金を出しているんだけども、小さな可動式のものについて

は安い補助金しか出さない、そういうような縦分けをしているのです。 

 そういう都市型の補助制度も参考にしながら、ぜひ、旭川においてもそういう補助メニューを考

えていただきたいと思っております。それによって違反行為にも口が出せるというか、補助金を持

っていることによって口を出せるというようなことにもなりますので、ぜひとも御検討をいただき

たいというふうに思っております。 

 そのほか、担当が違いますからここにはいませんけども、土木部では街路灯の補助メニューがあ

りますよね。お話を聞くと、令和８年度設置補助については１千４００万円余りで、維持の補助に

ついては５千３００万円余りの予算を出しているんだということでございました。 

 今はＬＥＤに替わってきているので、維持補助については、今、５千３００万円ぐらいと言って

いましたけど、数年前は８千万円ぐらい出していたということなので、年々、大分安くなってきて

いるのです。 

 街路灯は町内会が設置者になりますよね。それで、市と町内会が５０％ずつの負担割合とし、設

置、維持しています。これは、補助金が下がったとしても、５割５割であって、支出自体が下がっ

ていますし、ＬＥＤ化にもなって安くなってきているということで、町内会としても負担感はそれ

ほど感じていないと思うんですけども、先ほど言ったような鉄製のごみ箱のステーションというこ

とになると２５万円ぐらいするので、５０万円ぐらいの予算で２つしか買えないのです。数年前ま

では３つ買えたんだよねというような声も聞いているものですから、そういったことにもできれば

手当をしていただきたいと思っております。 

 今、各部局にわたって町内会の補助制度についてお伺いをしてきたところなんですけども、市全

体で町内会をどういうふうに維持していくのか、支援していくのか、やはり、横串というか、庁内

連携を密にしながら、どういう支援が真に必要なのかをしっかりと検討していく必要があると思い

ますし、その中心になる部局といいますか、市民生活部は町内会と直接話す機会が多いということ

でいうと、市民生活部なのかなというふうに思いますので、今言ったような視点も含め、町内会を

ぜひとも支えていただきたいと思っております。 

 部長の見解を最後にお伺いして、質問を終わりたいと思います。 

○樽井市民生活部長 ただいま、市全体で町内会を維持、補助していく取組が必要ではないかとい

うことでの市民生活部の考え方という御質問だったと思います。 

 今は、人口減少や少子高齢化、新型コロナ感染症の蔓延、ライフスタイルや価値観の変化などに
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よって社会環境が大きく変化しておりまして、負担が増えているとか、担い手不足とか、地域コミ

ュニティー自体の維持、継続が難しい状況にあるというふうに私たちは認識しております。しか

し、地域コミュニティーの中でも、町内会というのは、地域住民が自主的に組織しまして、地域を

支える最も身近な住民組織であります。そういう意味では、ごみステーションや街路灯の維持管理

など、日常的な支え合いや防災、福祉などに関する活動など、市民が安心、安全に暮らすための地

域コミュニティーの基盤であるというふうに考えております。そのため、町内会の加入率の低下、

担い手不足というのは、ずっと長年の課題ではありますけども、地域力の低下に直結する重要な課

題であるというふうに認識しております。 

 こうした状況も踏まえまして、町内会組織やその活動が持続可能となるよう、これまでも進めて

きましたくらしのアプリの活用、また、デジタル化による業務の効率化への支援を進めていくほ

か、市から町内会へ依頼している様々な事項がかなり多くあるのですが、そういうものの整理を行

うなど、地域の負担軽減に向けた取組を進めてまいります。 

 さらに、今後は、町内会や市民委員会などの地域コミュニティーが抱える課題に対してどのよう

な支援が有効なのか、それは補助なども含めてですけども、そういうことにつきましても、関係部

局と連携を図りながら、市全体として持続可能な地域づくりに向け、検討を進めてまいります。 

○中村のりゆき委員 ぜひ、連携しながら各部局で進めてほしいと思うんですよね。 

 先ほども申しましたけど、環境部でやっている飛散防止ネットは、予算申請はしているみたいで

すけど、予算が２年間ついておらず、ゼロ予算ですよ。そういったことも町内会側に立って考えて

いただきたいのです。在庫も３０枚しかないという話も先ほどの答弁でありましたけど、環境部だ

けでは予算の維持が難しいというふうになってきていると思うんですよ。 

 いろんな予算があるので、ここは削減せよという圧力があるとは思います。そういった中でも、

３本の矢じゃないですけど、町内会を支援できるよう、部局同士でこの予算はぜひともつけなきゃ

ならないよねというような意識で、それが町内会の感覚として合致できる部分であれば、強く声を

出していけば、特別職の方も理解していただける部分もあると思うんです。 

 そういうようなことで、ぜひとも、今後は、連携を密にしながら町内会支援について御検討いた

だきたいことをお願い申し上げまして、質疑を終わりたいと思います。 

○塩尻委員長 理事者交代のため、暫時休憩いたします。 

休憩 午後３時５１分 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後３時５２分 

○中村みなこ副委員長 再開いたします。 

 御質疑願います。 

○石川厚子委員 今までの質疑で何点かかぶる点もあるかと思いますが、御容赦いただきたいと思

います。 

 最初に、遠くから見えられている市立旭川病院について質疑させていただきます。 

 市立旭川病院におきましては、救急医療、小児医療、精神医療といった不採算医療に取り組んで

いることに改めて敬意を表したいと思います。 

 新年度の病院事業会計予算案の概要をまずお示しください。 
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○吉田市立旭川病院事務局次長 令和８年度予算の概要につきましては、まず、年間の患者数を入

院患者数で１１万３千１５０人、１日当たりでは３１０人、外来患者数で２１万２千８０人、１日

当たりでは８８０人と予定しており、収益的収支は、収入が６億７千１６７万４千万円増の１４２

億２千３７０万３千円、支出が１億５千２４３万７千円増の１４５億１千５４３万２千円で、支出

が収入を上回り、２億９千２２８万１千円の純損失を計上しております。 

 資本的収支は、収入が４億１千９１４万１千円減の１１億６千９４５万９千円、支出は３億９千

１９８万６千円減の１８億２千７７３万４千円を計上しております。 

 これらを踏まえた資金収支につきましては、経営改善推進事業債５億円、国の補助金などの支援

制度を活用した上で８千８７７万１千円の資金不足となり、令和８年度末の資金収支累計額はマイ

ナス１５億６千３０４万２千円となる見込みであります。 

○石川厚子委員 入院患者数においては、今年度当初よりも１千９５人多い１１万３千１５０人、

外来患者数では、同じく１千６４２人多い２１万２千８０人というかなり厳しい目標でありなが

ら、令和８年度末の資金収支累計額は１５億６千３００万円を超える赤字の見込みとのことです。 

 コロナ前からの単年度資金収支と年度末資金残高の推移についてもお示しください。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 コロナが本格化する以前の令和元年度からの推移を決算値で申し

上げますと、令和元年度は、単年度資金収支がマイナス１億３千２９３万６千９４３円、年度末資

金残高がマイナス９億２千８５５万９千２８８円、令和２年度は、単年度資金収支がプラス１１億

４千６６万６千６４７円、年度末資金残高がプラス２億１千２１０万７千３５９円、令和３年度

は、単年度資金収支がプラス１４億５千８９５万２千２５２円、年度末資金残高がプラス１６億７

千１０５万９千６１１円、令和４年度は、単年度資金収支がプラス３億９千７５４万５千６９５

円、年度末資金残高がプラス２０億６千８６０万５千３０６円、令和５年度は、単年度資金収支が

マイナス１０億２千７７万７千６２７円、年度末資金残高がプラス１０億４千７８２万７千６７９

円、令和６年度は、単年度資金収支がマイナス１７億５千４７６万２千４９２円、年度末資金残高

がマイナス７億６９３万４千８１３円となり、令和７年度は、決算見込みで単年度資金収支がマイ

ナス７億６千７３３万６千円、年度末資金残高がマイナス１４億７千４２７万１千円となっており

ます。 

○石川厚子委員 令和２年度から４年度にかけましては、単年度資金収支と年度末資金残高ともに

黒字となっておりますが、コロナ後の令和６年度からは３年連続赤字の見込みです。 

 このことに対する認識をお示しいただきたいと思います。 

○吉田市立旭川病院事務局次長 令和５年度にコロナに関する様々な特例が廃止され、病院に対す

る支援制度が終了した一方で、患者数がコロナ禍以前までの回復に至らず、収益が伸び悩んでいる

ことに加え、物価高騰や人件費、労務単価の上昇に伴う費用の増加に２年に一度改定される診療報

酬が見合うものとなっていないことなどが主な要因であると考えており、極めて厳しい経営状況に

あると認識しております。 

○石川厚子委員 患者数がコロナ禍前までの回復に至っていないなど、極めて厳しい経営状況とい

うことですね。 

 コロナ禍前は一般会計から基準外繰入れを受けたと思いますが、今後は基準内繰入れでやってい

けそうなのか、お示しいただきたいと思います。 
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○木村市立旭川病院事務局長 一般会計からの国の繰り出し基準に基づかない基準外繰入れにつき

ましては、過去を遡りますと、コロナ禍以前の令和元年度に３億円、それから、令和２年度に１億

５千万円ということで、合計４億５千万円を受けたという経過がございます。 

 現在、非常に厳しい状況の中で当院の財務的な課題は大きく２点ございます。 

 １点目は、いわゆる財政健全化法による決算に基づく資金不足比率です。経営健全化基準が２

０％ということになっておりますけれども、これを超過させないということ、それから、もう一点

が日々の支出に対応する資金繰りということで、金融機関等から一時借入金を借入れしております

けれども、これにつきましては、地方公営企業法で規定されておりまして、年度内または１年以内

に償還を行うこととされておりまして、これを規定どおり行うこと、この２点でございます。 

 ただ、いずれも現在の資金がなかなか少ない状況でありますことから、緊急避難的な資金の増

額、資金手当が必要だということで、今回、経営改善推進事業債の借入れ、あるいは、病床削減等

に対する国の財政支援を活用するものでありまして、あわせて、本業であります営業収益の収益費

用の両面からの収支改善策に取り組んでいるところでございます。 

 今後につきましては、令和８年６月に診療報酬の改定がございます。これが当院にとっては非常

に大きなポイントになりまして、実際に経営への影響はどのようになるのかというところがありま

すけれども、いずれにいたしましても、地方公営企業法におきましては、病院事業などの地方公営

企業は、経済性の発展と公共の福祉の増進、そして、独立採算制が原則とされておりますことか

ら、非常に厳しい状況ではありますけれども、基準内繰入れでの安定的な経営を目指してまいりた

いというふうに考えております。 

○石川厚子委員 ６月に改定される診療報酬はどうなるか分からないということですけれども、新

年度はどういった経営改善策を講じる見込みなのでしょうか。 

○木村市立旭川病院事務局長 新年度の取組ということでありますけれども、収支改善のために

は、本業であります医業収益を増やし、それから、医業費用を減らすことが基本となりますことか

ら、先ほども申し上げましたけれども、引き続き収益と費用の両面から取組を進めてまいります。 

 具体的には、収益の面では、入院患者数の増加及び手術件数の増加を優先し、断らない救急のさ

らなる推進による救急搬送件数の増加、地域の診療所等を訪問し、当院をＰＲすることなどによる

紹介患者数の増加、検診受診者数及び検診結果において、精密検査などで医療機関の受診が必要な

方への当院への受診の勧奨、こういった３本柱を継続的に実施してまいりたいというふうに考えて

おります。 

 さらには、新年度からは、患者数や手術件数が増加傾向にあります血管外科、整形外科、泌尿器

科について、それぞれ医師が１名増員となりますことから、さらなる収益増を目指してまいりま

す。 

 また、先ほども触れましたけれども、６月からは診療報酬が改定されます。予算案では、初年度

の平均値であります１．５４％の増ということで見込んでおりますけれども、当院が対応しており

ます急性期入院医療や救急医療などがより評価される見直しとされておりますことから、平均値の

１．５％以上となる増、上ぶれを期待しているところでございます。 

 費用の面では、委託契約の見直しなどを継続するほか、今定例会で議決をいただきました病床削

減に伴いまして、新年度から人件費の削減効果が現れることになります。 
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 さらに、経営改善推進事業債５億円を借り入れることなどによりまして、当初予算における令和

８年度の資金収支につきましては、マイナス８千８７７万１千円と、赤字ではありますけれども、

前年度の令和７年度当初と比較いたしまして、約１０億円、資金不足額を圧縮したということにな

っております。 

 新年度につきましても大変厳しい環境の中での経営とはなりますけれども、先ほど申し上げまし

たプラスの要素もございますことから、決算において、予算と同程度、あるいは、それ以上の結果

となるよう、努力してまいりたいというふうに考えております。 

○石川厚子委員 令和７年度と比較すると資金不足を１０億円ほど圧縮できる見込みということで

すね。 

 第４次中期経営計画では、令和９年度末までに経常収支及び単年度資金収支の黒字化を目指して

おりますが、これは達成できそうなのでしょうか。 

○石井病院事業管理者 第４次中期経営計画につきましては、私、病院事業管理者や院長、副院長

のほか、旭川医大病院長や旭川医師会会長といった外部委員を含めた市立旭川病院経営委員会にお

いて、毎年度、収支見通しの見直しを行っております。 

 令和７年３月に実施した見直しでは、病床数や患者数、医業収益や医業費用を推移させた場合の

推計を行っており、令和９年度末の経常収支、単年度資金収支とも赤字の見込みとしており、黒字

化は難しいと認識しているところであります。 

 このように非常に厳しい経営状況ではありますが、先ほどの答弁にもありましたとおり、入院収

益を中心とした医業収益の増加や委託料の縮減など、収益と費用の両面からさらなる見直しを職員

一丸となって進めることで、まずは、将来にわたって資金不足比率が２０％を超えないこと、そし

て、計画期間外の令和１０年度以降とはなりますが、資金収支の黒字化達成を目指してまいりたい

と考えております。 

○石川厚子委員 今、病院事業管理者が述べられましたように、時期はずれ込むかもしれないけれ

ども、ぜひ資金収支の黒字化を目指していただきたいということを述べまして、市立旭川病院に対

する質疑は終えたいと思います。 

 続きまして、福祉保険部に介護認定調査費について事業概要と予算額をお示しいただきたいと思

います。 

○小池福祉保険部次長 本事業につきましては、被保険者の要介護認定申請に基づき要介護認定を

行うため、認定調査及び主治医意見書の回収を行うものでございまして、令和８年度予算額は２億

８千１７５万５千円を計上しております。 

○石川厚子委員 予算額は２億８千万円余りとのことですね。 

 この課題は、まじま議員が平成３１年度から取り上げ続けてまいりました。この間、介護認定に

要した平均日数の推移と申請件数の推移をお示しください。 

○小池福祉保険部次長 まず、介護認定に要した平均日数についてでございますが、統計の都合

上、令和５年度までは上半期平均、６年度と７年度につきましては９月申請分ということでお答え

いたしますと、令和元年度が６８．４日、令和２年度が４５．４日、令和３年度が４３．６日、令

和４年度が４６．３日、令和５年度が４２．４日、令和６年度が４８．２日、令和７年度は、速報

値ではございますが、７３．８日となっております。 
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 また、申請件数につきましては、令和元年度が２万６７件、令和２年度が１万３千６５８件、令

和３年度が１万７千９５３件、令和４年度が１万９千３１４件、令和５年度が１万５千９１５件、

令和６年度が１万６千５８３件、令和７年度は、１２月末現在でございますが、１万４千８４件と

なっております。 

○石川厚子委員 この間、介護認定に要した平均日数は４０日台で推移してまいりましたが、令和

７年９月は７３．８日となっております。この原因をお示しください。 

○小池福祉保険部次長 昨年度下期から介護認定に要する期間の長期化が課題となっているところ

でありますが、この原因といたしましては、申請件数が高止まりしている状況にある中、昨年度、

直営調査員の欠員が生じた期間があったことや、今年度に入りまして委託調査員が減少したことに

より、申請から訪問調査までに日数を要していることによるものです。 

○石川厚子委員 直営調査員の欠員と委託調査員が減少したとのことですね。 

 少ないケースだとは思うんですが、例えば、要介護から要支援に移行するなど、介護認定が下が

った場合、その間に利用していた費用というのはどうなるのでしょうか。 

○小池福祉保険部次長 要介護認定の認定結果が出る前に暫定ケアプランに基づき利用した介護サ

ービスの利用者負担につきましては、暫定ケアプランで見込んでいた要介護度より、介護認定の結

果、要介護度が下がった場合、要介護度により利用することのできないサービスを利用していた分

につきましては、その差を介護報酬として給付することができませんので、本人負担ということに

なります。 

○石川厚子委員 本人負担ということで、実害が生じてくるわけですよね。 

 以前、私が同居していたじいちゃん、しゅうとが家の中で転んで歩けなくなってしまいました。

結果的に要介護４だったのですが、認定までやはり時間がかかりました。ようやく施設に入れたそ

の日の夜中に救急車で病院に運ばれてしまったわけなんですよね。結果的に、せっかく入れた施設

も半日しかいなかったわけで、施設入所のために購入した冷蔵庫ですとか、遮光カーテンですと

か、介護用のマジックテープのついたパジャマですとか、ほとんど使わずに終わりました。 

 施設に入るまでの間、家で介護をしておりましたが、何が一番大変かといいますと、夜中に何度

もトイレに起こされたということですね。寝不足になるということが本当につらかったということ

を覚えています。ふだんは温厚な夫が声を荒げた場面もありました。 

 新年度、調査員を２名増員し、委託料を増額することにより、どういった効果を期待しているの

でしょうか。 

○小池福祉保険部次長 要介護度の長期化の主な原因は、申請件数に対して調査員が不足している

ことによるものでございますので、新年度におきまして、直営調査員の増員や委託調査の強化を行

うことによりまして、認定期間の短縮が図られるものと考えております。 

○石川厚子委員 調査員不足が解消されても、審査件数の増加によって、その後の認定審査会で認

定が滞るといったことは起こらないのでしょうか。 

○小池福祉保険部次長 これまでも申請件数が増加したときなどには必要に応じまして審査会の開

催数や審査件数を増やしながら対応してきておりますので、新年度において調査員不足が解消さ

れ、調査件数が増加した際には、状況を見極めながら同様な対応を行い、速やかな認定に努めてま

いります。 
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○石川厚子委員 速やかな認定に努めるということですが、法で定める３０日は達成できそうなの

でしょうか。 

○高田福祉保険部保険制度担当部長 要介護認定の長期化への対応についてでございますけれど

も、新年度におきまして、先ほど来、お話しさせていただいているとおり、調査体制の強化を図り

まして、まずは、令和５年度上期の水準であります４２日という目標に取り組んでまいりたいと考

えてございます。 

 また、今、委員が御指摘の法に定める３０日につきましては、全国でも達成している保険者は

４％程度ということで非常に高い水準ではありますけれども、介護を必要とする方に必要なサービ

スを速やかに提供できるよう、介護支援の介護事業者の皆様とも連携しながら、さらなる短縮に取

り組んでまいります。 

○石川厚子委員 まずは、目標である４２日を目指して取り組んでいただきたいと述べて、この項

目は終わります。 

 次いで、精神障害者の医療費助成について伺ってまいります。 

 重度心身障害者医療費助成制度の概要と予算額をお示しいただきたいと思います。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 本市の重度心身障害者医療費助成制度は、重度の障害をお持

ちの方が通院する際の健康保険が適用される医療費の自己負担額に対し、一部または全部を助成す

る制度で、重度心身障害者医療費助成費、予算額は６億２千４６４万７千円を計上してございま

す。 

○石川厚子委員 そこで、身体障害者、知的障害者、精神障害者の助成の適用状況はどのようにな

っているのでしょうか。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 重度心身障害者医療費助成は、身体障害者手帳１級及び２級

の方、または、３級で心臓、腎臓、呼吸器、膀胱、直腸、小腸、免疫、肝臓の機能障害の方を対象

としております。 

 また、療育手帳Ａ判定の方及び精神障害者保健福祉手帳１級の方の通院のみを対象に実施してお

ります。 

○石川厚子委員 精神障害者は１級の方の通院のみ等が対象ということなんですが、なぜ精神障害

者の適用が低いのでしょうか。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 まず、本事業は、精神障害にかかわらず、先ほど言ったとお

り、全ての障害者の人に対して、北海道から助成額の２分の１に相当する補助金を受けて実施して

おりますことから、北海道の重度心身障害者医療給付事業の補助対象範囲に合わせているところで

ございます。 

○石川厚子委員 北海道の補助対象範囲に合わせているので、精神障害者の１級の通院のみが対象

ということなんですが、この間、１級、２級、３級の交付数の推移をお示しいただきたいと思いま

す。 

○水上福祉保険部障害福祉課長 精神障害者手帳の交付数の推移でございますが、令和２年度は、

１級が２８３人、２級が１千９４３人、３級が１千２４人、令和３年度は、１級が２６５人、２級

が１千９６９人、３級が１千１６４人、令和４年度は、１級が２６３人、２級が２千６９人、３級

が１千３１２人、令和５年度は、１級が２６８人、２級が２千８８人、３級が１千４７６人、令和
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６年度は、１級が２６０人、２級が２千１６４人、３級が１千５５１人と、５年間で比較します

と、１級では減少し、２級、３級では増加しております。 

○石川厚子委員 特に、３級の方が１千人余りから１千５００人余りと１．５倍に増えております

が、このことをどう受け止めますか。 

○水上福祉保険部障害福祉課長 一概には言えませんが、精神障害に対する理解の広がりや専門医

の受診に対する抵抗感が以前に比べて少なくなってきているものと認識しております。 

○石川厚子委員 手帳がないとサービスが受けられないということもあって増えているのだという

ふうに思います。 

 ２級、３級の方は、糖尿病ですとか、歯科など、精神科以外を受診することが多く、３割負担が

重くのしかかってきております。このことをどのように受け止めますか。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 障害をお持ちの方に限らず、医療の高度化によりまして、１

人当たりの医療費というのは増加傾向にありまして、医療機関を受診する多くの方の窓口負担とい

うのは大きくなってきているものと認識しております。 

○石川厚子委員 障害のあるなしにかかわらず、１人当たりの窓口負担は増えているということで

すね。 

 私も、先日、虫歯になってしまい、歯医者さんを受診したんですけれども、３割負担で３回の受

診で２万円近い金額がかかりました。お金がないと病院にもかかれないなということを痛感したと

ころです。 

 特に、精神障害をお持ちの方というのは、定職に就けない方も多く、負担感が大きいというふう

に思うんですよね。 

 旭川市では、令和５年第１回定例会で精神障害者の社会的自立を促す各種助成制度の充実につい

ての陳情が採択されていますが、このことに対する受け止めもお聞きします。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 令和５年第１回定例会で陳情が採択されまして、その後も精

神障害者の方々や関係団体の皆様からも要望をいただいているところでございますが、本市といた

しましても、その実現に向けて取り組んでいるところでございます。 

○石川厚子委員 昨年１月に精神障害者の福祉医療を実現する旭川連絡会が市に請願した際に、高

田部長は、市単独で３級まで一気には難しいが、段階的に進めたい、このように述べられました

が、段階的な検討というのは始まっているのでしょうか。 

○高田福祉保険部保険制度担当部長 精神障害者の助成対象の拡充に当たりましては、いただきま

した陳情の内容も踏まえ、段階的な拡充の範囲などについて検討しているところではございます

が、現在、本市では、北海道の重度心身障害者医療給付事業の補助範囲に基づいて助成の対象を精

神障害者保健福祉手帳１級保持者の通院としているところであり、仮に拡充をした場合、持続可能

な制度とするためには安定的に財源を確保していくことが課題となってございます。 

 そのため、北海道に対し、重度心身障害者医療費助成事業の対象範囲の拡充について、今後も引

き続き要望してまいりたいと考えてございます。 

○石川厚子委員 北海道の制度として対象範囲が拡充されれば、それにこしたことはないのです

が、札幌では１級の入院まで拡充されたというふうに聞いております。段階的にでも進めるという

のであれば、せめて旭川も１級の入院まで拡充すべきではないでしょうか。 
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○高田福祉保険部保険制度担当部長 これまでにもそういった御要望をいただきまして、私どもと

いたしましても拡充の範囲を少しずつ広げることができないかという検討を続けているんですけど

も、先ほども申しましたように、これをやる場合には市の単独の財源が必要となりますことから、

その確保も含めて現在もまだ検討中という状況でございますので、御理解をいただきたいと思いま

す。 

○石川厚子委員 ぜひ、この点について引き続き検討していただきたいと思います。 

 続いて、手話についてお伺いしたいと思います。 

 大綱質疑でも質疑させていただいたんですけれども、今年、手話条例は制定されて１０周年を迎

えます。改めて、この１０年間の取組と手話条例の果たしてきた役割、新年度は手話の普及に向け

てどういった取組を行うのか、お聞きします。 

○水上福祉保険部障害福祉課長 初めに、１０年間の取組についてですが、平成２８年に制定した

いわゆる手話条例では、聾者や学識経験者などで構成された旭川市手話施策推進会議を設置し、手

話の普及や施策の推進などについて協議、検討をしております。 

 この推進会議の中での協議を踏まえまして、これまで、手話出前講座ですとか、手話による子ど

もへの絵本の読み聞かせなどを通し、手話の普及啓発を図ってまいりました。 

 令和８年度は、条例制定１０周年を記念し、聞こえる世界と聞こえない世界の家族を描いた映画

の上映のほか、この映画に出演した聾者である俳優の講演などを予定しております。 

 条例を踏まえたこうした取組は、聾者や手話への理解を深めるとともに、聾者を含む全ての市民

が安心して暮らすことができる地域社会の実現を図るために大きな役割を果たしてきたと認識して

おります。 

○石川厚子委員 この１０年間、手話の普及に取り組んできたことは評価したいと思います。 

 手話放送についてですが、大綱質疑では、新年度におけるテレビの広報番組につきましては、よ

り多くの方に御覧いただけるよう、現在、手法や内容について協議、検討を進めているところであ

りますが、今後とも、手話通訳を必要とされる方々への配慮も行いながら、幅広く、より多くの

方々に伝わる情報発信に努めてまいります、こういった答弁でした。 

 ところが、手話放送を行っている広報番組、マイタウンあさひかわについて広報広聴課に問い合

せてみましても、いつまでたっても検討中という返事でした。 

 間もなく、年度末ですよね。今日からあと２０日しかないこの時期にまだ検討中、これはおかし

いのではないかと思い、私はテレビ局に問い合せてみました。そうすると、市から、突然、今年度

中で中止すると言われたと怒っておりました。また、制作会社に問い合せたところ、この放送は今

回で終わりですというものを収録したということなんですよね。これはどういうことなのでしょう

か。 

 市長も、市政方針で、手話条例制定１０周年を迎える年、手話への理解の普及と促進を図ってま

いりますと述べています。これに反するのではないでしょうか。副市長の見解をお伺いします。 

○菅野副市長 今日、手話についての御質疑があるということで、昨日、こんにちははこうやって

やるんだというふうに覚えました。やはり、何かのきっかけがないと、手話について理解をするこ

ととか、あるいは、覚えようとする意識というのはなかなかできないものというふうに思ってござ

います。 
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 １０年前に旭川市手話言語に関する基本条例が制定された趣旨は、世界的にも、あるいは、日本

国内においても手話が言語であるということについての認知が広がって、この旭川においても市民

にその理解を広め、手話が普及する環境をつくっていくという目的があって条例が制定されたとい

うふうに理解をしてございます。 

 そういう意味では、手話放送をしているマイタウンあさひかわが中止になるということはその趣

旨にも反するのではないかという御趣旨の御指摘であったというふうに思いますが、マイタウンあ

さひかわについては、御覧になった方がどれだけいらっしゃるか、分かりませんが、少なくとも、

視聴率でいうと、札幌圏しか分かりませんが、低下傾向にあること、それから、私も含め、その周

辺で毎回見ているという方は決して多くありません。 

 月に１回、第４日曜日の朝６時半から１５分間の番組なんですね。したがいまして、昨年からＨ

ＢＣ旭川放送局にお願いをして、もっと多くの方の目に触れるような時間帯であったり内容であっ

たりにできないかという協議をさせていただいているのは事実でございます。 

 予算編成がございますので、当然、その時点での可能な御提案に沿って見積りしたものを予算編

成したわけでございますけれども、手話放送をどうするかということじゃなくて、できるだけもっ

と多くの方に見ていただきたい、御覧になっていただきたいという趣旨で放送の内容について検

討、協議をしているところでございまして、多くの方に見ていただくということは条例の趣旨に合

うものでもございますので、そのように御理解いただきたいと思います。 

 この時点でまだ協議中ということでございましたけれども、放送局からは、どの時間帯に移行し

て、どの時間でやろうかということであったとしても、そこには既に埋まっているものがあるの

で、やはり、協議、調整に時間がかかるというふうに伺ってございます。 

 新年度に入りましたら、新たな内容、企画で放送されると思いますけども、市としましては、そ

れに限らず、やはり、手話通訳を必要とされる方への配慮をしっかり行いながら、テレビ放送に限

らず、様々な媒体を通じて手話通訳を活用させていただきながら、多くの市民の方に理解が広まる

よう努めてまいりたいと考えております。 

○石川厚子委員 今の答弁をお聞きしても、手話放送、マイタウンあさひかわを続けるのか、やめ

るのか、判断できません。 

 ですから、委員長、総括質疑のお取り計らいをお願いします。 

○塩尻委員長 ただいまの御発言につきましては、総括質疑のお申出ということで取り扱わせてい

ただきます。 

 引き続き、御質疑願います。 

○石川厚子委員 続けて、国保と生活保護について質疑をしてまいります。 

 国民健康保険特別会計の予算をお示しいただきたいと思います。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 令和８年度の国民健康保険事業特別会計の予算は、被保険者

数の減少による療養給付費や納付金の減によりまして、前年度比５億８千８５７万７千円減の３３

５億３千５８５万５千円となってございます。 

○石川厚子委員 被保険者数の減少によって、前年度より５億８千万円余り減っているということ

ですね。 

 昨年の第３回定例会でも質疑させていただいたんですけれども、団塊の世代が後期高齢者に移行
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したなどの理由によって、被保険者数、加入率とも減少しているとのことですが、この傾向はこれ

からも続く見込みなのでしょうか。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 本市の国民健康保険は、勤め先を退職されてから後期高齢者

医療制度に移るまでの間に加入される方が多い状況となっております。 

 団塊の世代の方の後期高齢者への移行は落ち着いたところでございますが、今後も被用者保険の

適用拡大や６５歳を過ぎても会社に勤めている方の増加ということもありまして、被用者保険に加

入している期間が長くなる一方で、国保に加入する期間というのは短くなる方が増えてくると見込

まれますことから、国保の被保険者数の減少というのは今後も続くものと見込んでおります。 

○石川厚子委員 国保の被保険者数の減少はこれからも続くということですね。 

 そこで、４０歳夫婦、１８歳未満のお子さんが１人、所得２３０万円のモデルケースでは、今年

度と比較して国保料はどうなるのでしょうか。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 いわゆるモデルケースの国民健康保険料につきましては、令

和７年度が４０万３千９２０円でございました。 

 令和８年度におきましては、４０万６千１６０円を見込んでおりまして、２千２４０円の増とな

る見込みでございます。 

○石川厚子委員 ２千２４０円上がるとのことです。 

 大綱質疑で質疑させていただいたんですが、子ども・子育て支援金分が８千６２０円とのことで

したので、これがなかったら下がっていたということですか。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 令和８年度の保険料では、子ども・子育て支援金分が創設さ

れますので、この子ども・子育て支援金分がなければ、医療分、それから後期高齢者支援金分の保

険料は令和７年度より下がっておりますので、モデルケースでは６千３８０円の減となっていたと

ころでございます。 

○石川厚子委員 子ども・子育て支援金分がなければ、モデルケースで６千３８０円下がっていた

ということなので、大綱質疑でも指摘をさせていただいたんですが、子ども・子育て支援金制度

は、子どものいらっしゃらない世帯ですとか、子どもが巣立った世帯にもかかってくるとんでもな

い制度と言わざるを得ません。 

 次に、これも昨年の第３回定例会で質疑させていただいたんですが、国保の出産育児一時金の昨

年度の受給件数を改めてお示しください。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 令和６年度の出産育児一時金の受給件数につきましては、１

１２件となってございます。 

○石川厚子委員 次に、出産育児一時金への法定繰入れ廃止、こういった記事を目にしたのです

が、これは一体どういうことなのでしょうか。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 出産育児一時金の財源というのは、３分の２、いわゆる６

７％が地方財政措置されているため、法定繰入れとして一般会計から繰入れを行っております。 

 そのほか、３．５％相当は後期高齢者医療制度が出産育児交付金として費用の一部を支援する仕

組みとなっておりまして、残りの３０％が保険料として負担をするということになってございま

す。 

 これが令和８年度から出産育児交付金が全面的に導入されるということで、出産育児一時金の
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７％を後期高齢者医療制度のほうで賄うということになります。 

 国は、それを理由に地方財政措置がなくなるということで、一般会計からの法定繰入れを廃止す

るという改正内容でございます。 

 なお、この改正につきましては、財源の変更でございまして、現在、支給している５０万円とい

う出産育児一時金制度については変更ございません。 

○石川厚子委員 後期高齢者医療制度が出産育児交付金として３．５％を支援していたのが７％に

変更になるため、地方財政措置がなくなる、こういうことですよね。 

 出産育児一時金５０万円を受け取ることに変わりはないとのことですが、差額分は国保料負担に

転嫁されるということなのでしょうか。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 出産育児交付金では、出産育児一時金の７％しか賄われない

ため、残りの９３％につきましては全て国民健康保険料負担となります。 

○石川厚子委員 出産育児一時金の受給件数は、先ほどの答弁で１１２件とのことなので、金額的

にはそう大きな金額ではないのかなというふうには思いますが、残り９３％を国保料に転嫁すると

いうのはとんでもないことだと思います。 

 この制度は令和９年度以降も続く見込みなのでしょうか。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 現在、国におきまして、いわゆる分娩費用の保険適用につい

て検討されております。 

 保険適用の範囲や財源、自己負担など、これら詳細についてはこれから検討されるということな

ので、令和９年度以降の取扱いについてはまだ決まっていないところでございます。 

○石川厚子委員 令和９年度以降はまだ定まっていないとのことですが、子ども・子育て支援金と

いい、出産育児一時金といい、国保料に転嫁されるということへの認識をお伺いします。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 いずれも国の法改正によるものでございまして、市としての

認識を述べるということは差し控えさせていただきますが、負担と社会保障の関係で、社会保障が

大きくなれば負担も大きくなりますことから、被保険者それぞれにとって負担感というのは違って

くるものと認識をしております。 

○石川厚子委員 被保険者それぞれで負担感が違うとのことですが、今までの議会質疑を通じて、

国保料は高いというのが共通の認識ではないでしょうか。先ほども答弁にありましたように、モデ

ルケースでは子ども・子育て支援金分がなければ６千３８０円下がっていたのです。それが２千２

４０円上がるということなんですよね。 

 大体、税でも保険料でもないものを国保料に上乗せするのは許し難いことだということを改めて

指摘させていただきます。 

 次に、特定健診についてお伺いします。 

 先ほどの質疑で新年度は自己負担をゼロにするとのことですが、そのことによって、受診率の向

上を目指すのでしょうか。目標は何％とするのでしょうか。 

○堀江福祉保険部国民健康保険課長 まず、特定健診の自己負担については、課税世帯は今まで５

００円かかっていたものを無料にするところでございます。 

 また、受診率向上につきましては、被保険者の負担軽減を実施するために考えておりまして、ま

た、第４期特定健康診査等実施計画で定めております令和８年度の目標値４５％に向け、無料とい



- 479 - 

うことを生かした様々な受診勧奨を実施いたしまして、受診率の向上を図っていきたい、このよう

に考えているところでございます。 

○石川厚子委員 今年度の目標はたしか３５％だったと思いますが、４５％を目指すということで

すね。 

 次に、生活保護費の予算額をお示しいただきたいと思います。 

 その中で、特に医療扶助費についてはどのようになっていますか。 

○高桑福祉保険部生活支援課長 ３款３項２目生活保護等費の令和８年度予算額は、１８８億４千

７３７万３千円であり、このうち、生活保護法に基づく扶助費の額は１８８億９８２万４千円でご

ざいます。いずれも令和７年度当初予算から約１億９千万円の増となっております。 

 この扶助費の半分以上の１０１億３千２５万１千円が保護受給者の方の医療費である医療扶助費

となっており、医療扶助費に関しましては、令和７年度当初予算から４億円以上の増となっており

ます。 

○石川厚子委員 そこで、生活保護受給者等健診の過去３年間の予算額、決算額の推移と受診率を

お示しください。 

○高桑福祉保険部生活支援課長 生活保護受給者等健診の予算の所管そのものは健康保健部となる

ところでございますが、過去３年の予算額と決算額を申し上げます。 

 令和４年度は、予算額２０６万７千円に対し、決算額は１０６万６千９１１円、５年度は、予算

額１３３万４千円に対し、決算額は９３万８千７１１円、６年度は、予算額１３４万３千円に対

し、決算額は１１５万４千１９１円となっております。 

 また、受診率につきましては、令和４年度は３．１％、５年度は２．７％、６年度は３．１％と

なっております。 

○石川厚子委員 第３回定例会でも指摘をさせていただいたんですけれども、決算額で１００万円

前後、受診率で３％前後と、国保の受診率と比較しても余りにも低いと言わざるを得ません。 

 新年度はどのようになるのでしょうか。 

○川邊福祉保険部長 令和６年度までは、過去の受診実績に応じた予算額を計上いたしまして、そ

の見合いで受診券の発行を行ってまいりました。このため、１００人程度の受診者、受診率は３％

程度でございました。 

 一方で、同じ６年度に医療扶助費が急増したため、その要因分析を行いましたところ、生活習慣

病による入院医療費の増加が主な要因であるということが分かりまして、保護受給者が健診による

早期発見、早期治療の機会を逸していたという状況も見えてまいりました。 

 このことを踏まえまして、今年度は、保護開始手続の際、生活支援課において対象者に受診券を

その場で手渡しをし、受診の勧奨を行うようにした結果、受診者数は１４４人に増加、率にして

４．１％が見込まれており、一定の前進を見たところでございます。 

 令和８年度予算においては、健幸保健部との連携によって、保護受給者の健診予算を２１６万２

千円と大幅に増額をいたしまして、２００人の受診を見込んでおりますとともに、あわせて、生活

支援課においてこれに携わる職員の体制強化も検討いたしているところであります。 

 まだまだ国保の受診率には及びませんが、保護受給者の病気の重症化予防を通じた医療費の抑制

に向けて、引き続き着実な努力を続けてまいります。 
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○石川厚子委員 １００万円が２００万円を超えるということで、確かに大幅な増と言えるかもし

れませんが、国保の特定健診の１．８億円と比較しても、まだあまりにも少ない金額ですよね。 

 今、部長が述べられたように、健診を受診することによって、早期発見、早期治療につながりま

すので、御本人のためにはもちろんですし、医療扶助費の削減ということにもつながってまいりま

す。さらなる改善を求めてまいりたいと思います。 

 委員長、この次の項目に入ると１７時を過ぎてしまうかもしれないです。 

○塩尻委員長 分かりました。 

 それでは、本日の分科会は、以上で終わりたいと思います。 

 なお、明日午前１０時から、本日に引き続き分科会を開きますので、定刻までに御参集願いま

す。 

 本日の分科会は、これで散会いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

散会 午後４時４９分 

 


